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沖縄県地球温暖化対策地域推進計画策定検討委員会 

〈委員名簿〉 

　　　氏　　名 　　　　役　　　　　職 

 　喜友名　朝　春 沖縄県商工労働部次長 

 　久　高　將　寛 沖縄県文化環境部次長 

 ◎桜　井　国　俊 沖縄大学人文学部長 

 　土　屋　　　誠 琉球大学理学部海洋自然科学科教授 

 　堤　純　一　郎 琉球大学工学部環境建設工学科教授 

 　富　川　盛　武 沖縄国際大学商経学部教授 

 ○永　井　　　實 琉球大学工学部機械システム工学科教授 

 　山　川　　　茂 沖縄総合事務局経済産業部石油・エネルギー対策統括官 

 　山　本　光　一 沖縄総合事務局運輸部企画室室長 

 　輿　儀　　　勉 沖縄電力株式会社電力本部環境室室長 

◎：委員長○：副委員長 

〈検討経緯〉 

  開催日時 　　　　　　議　　題　　等 

第１回 平成14年 （1）計画策定の背景と位置付けについて 

検討委員会 ９月12日 （2）計画策定の進め方について 

   （3）地域概要について 

   （4）アンケート調査方法について 

   （5）温室効果ガスの算出方法について 

第２回 平成14年 （1）アンケート調査結果について 

検討委員会 11月７日 （2）温室効果ガスの排出状況、将来予測について 

第３回 平成15年 （1）温室効果ガスの削減目標等について 

検討委員会 １月21日 （2）各主体の行動と推進体制について 

   （3）パブリックコメントの内容について 

第４回 平成15年 （1）温室効果ガスの削減目標について 

検討委員会 ３月１日 （2）沖縄県地球温暖化対策地域推進計画（案）について 
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１　アンケート調査の概要 

 表1－1　アンケート調査の概要 

目的 県民・事業者の意識、行動、消費、計画、ニーズ等を把握し、地域特性 

 を明らかにする。また、今後可能な削減率を算定するため。 

 対象  県民、事業者（一般、中小、大規模）、業界団体、ＮＧＯ・ＮＰＯ、 

 市町村 

 実施期間 平成14年10月８日～11月15日 

 回収率  全体：31.0％（609／1962） 

  県民：25.1％（251／1000） 

  事業者（一般）：28.4％（142／500） 

  　　　（中小）：39.2％（98／250） 

  　　　（大規模）：84％（42／50） 

  業界団体：10.0％（6／60） 

  ＮＧＯ・ＮＰＯ：40％（20／50） 

  市町村：96.2％（50／52） 

 抽出方法  県　　　民　　：市町村別に区分し、住民基本台帳、電話帳 

 （成人の男女）　からランダム抽出 

  事業者（一般）：市町村別に区分し電話帳からランダム抽出 

  　　　（中小）：『全国工場通覧』『沖縄企業トレンド（最新版）』 

　　　　　　　　　　　　　　　　からランダム抽出 

  　　　（大規模）：エネルギー管理指定一種工場名簿、二種工場名簿の 

 　　　　　　　　資料を用いて抽出 

  業　界　団　体：電話帳、ホームページから抽出 

  ＮＧＯ・ＮＰＯ：沖縄県に登録している民間団体の中からランダムに 

 　　　　　　　　抽出 

 市　町　村　　：全市町村を対象 

 実施方法 郵送法 
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6.5%7.3%

18.6%

49.2%

14.5%

16.9%

10.5%

8.9%

25.5%24.3%

17.8%

n = 246

n = 247

n = 248

41.9%

■20代 
■30代 
■40代 
■50代 
■60代 
■70代以上 

■給与所得者 
■自営業 
■専業主婦 
■無職 
■学制 
■その他 

■男 
■女 
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6.5%

68.7%

24.8%

n = 246

■一戸建 
■共同住宅 
■その他 

5.511.554.528.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地球温暖化 

3.47.250.838.6オゾン層の破壊 

7.30.915.848.727.4酸性雨 

2.97.150.839.1森林の減少 

5.51.717.450.225.1砂漠化 

3.013.953.229.1野生生物の種の減少 

1.78.952.836.2海洋汚染 

11.316.044.626.8海面上昇 

8.11.318.444.028.2廃棄物の国境を越えた移動 

9.11.718.148.322.8開発途上国の環境問題 

3.01.38.646.440.8沖縄県内の温暖化の影響 

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■風力発電や太陽光発電などの電源構成への転換 
■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 
■運輸交通体系の改善 
■ライフスタイルの見直し 
■森林整備や都市緑化の推進 
■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 
■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 
■炭素税等の経済的措置の導入 
■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 
■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 
■その他 

70.3

24.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

n=246

30.1

16.3

59.8

14.2

36.2

9.8

12.6

18.7

2.0
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

3.228.035.831.7省エネルギー型の家電製品の購入 
5.82.29.035.447.5白熱灯より蛍光灯の購入 
4.21.411.238.145.1詰替用容器を用いた製品の購入 
7.43.215.331.942.1古紙使用トイレットペーパーの購入 

13.428.742.65.110.2生ゴミのコンポスト（たい肥）化機器の購入 
10.28.850.913.416.7低公害車、低燃費車の購入 
5.240.953.9不必要な照明、テレビ、ラジオは消す 
1.411.439.547.3エアコン、扇風機、こたつの使用時間、温度に配慮 
0.915.745.637.8掃除機、エアコンのフィルターの清掃 
0.98.636.953.6テレビ、ラジオを付けっぱなしにしない 
0.58.228.832.430.1待機電力を消費する製品の主電源オフ、プラグオフ 
1.41.818.350.727.9冷蔵庫にものをつめすぎない、無駄に開けない 
1.82.37.339.748.9洗濯はまとめ洗いをする 
1.410.518.242.327.7シャワーの使用回数を減らし使用時間を短縮 
4.415.731.446.1 2.5給湯機の口火をこまめに消す 
4.216.236.142.6ガスコンロの炎が鍋底からはみ出ないようにする 

16.40.515.930.237.0ガス冷暖房機具の使用時間、設定温度に配慮する 
22.51.119.127.529.8電気温水器の設定温度に配慮する 

7.020.948.317.07.0買い物袋を持参する 
5.010.783.9ガラスびんやアルミ缶は分別して回収に出す 

13.523.532.612.218.3生ゴミは、たい肥化して肥料として使う 
8.78.335.233.913.9不用品をフリーマーケット等でリサイクルしている 
2.79.132.028.827.4近隣の用事は徒歩か自転車で行く 
8.543.628.413.75.7可能な限り公共交通機関を利用 
4.815.320.623.435.9停車中はこまめにエンジンを切る 
1.920.941.233.6タイヤの空気圧などの点検整備をする 

26.141.222.66.53.5パークアンドライドの実施 

■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

28.543.121.86.7太陽熱温水器 

32.439.727.4太陽光発電 

■すでに導入している　■今後導入したい　■導入する予定はない　■導入できない 

0.5

■行政の助成 
■金融機関の優遇措置 
■導入費用の低価格化 
■導入する利点がわかれば 

0 10 20 30

n=213

40 50 60

1.9

50.7

17.8

29.6
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■国からの補助 
■耐用年数内に費用回収が可能 
■導入費用の低価格化 
■導入する利点がわかれば 

0 10 20 30 40 50

13.8

40.8

24.5

n = 196

20.9

■使用　■未使用 

■削除できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

1.099.0電気 
81.718.3都市ガス 

10.189.9プロパンガス 
45.754.3灯油 

電気 

都市ガス 
プロパンガス 

灯油 

5.722.945.720.0

2.74.829.444.418.7

2.52.520.944.929.1

29.1 34.9 23.3 9.3 3.5

5.7

区　　分 現在の平均使用状況 今後節電に努めた場合 
設 定 温 度 、 使 用 時 間 等  

エアコン 
 
 
 
照明器具 
 
テレビ 
 
暖房器具 
シャワー 

冷房時 
 
暖房時 
 
居間・台所 
子供部屋 

設定温度 平均 25.64 度 設定温度 平均 26.60 度 
使用時間 平均 6.74 時間／日 使用時間 平均 5.51 時間／日 
設定温度 平均 25.68 度 設定温度 平均 24.26 度 
使用時間 平均 3.62 時間／日 使用時間 平均 2.53 時間／日 
使用時間 平均 7.47 時間／日 使用時間 平均 6.20 時間／日 
使用時間 平均 3.75 時間／日 使用時間 平均 3.10 時間／日 
視聴時間 平均 6.26 時間／日 視聴時間 平均 4.82 時間／日 
待機時間 平均 11.20 時間／日 待機時間 平均 5.97 時間／日 
使用時間 平均 3.06 時間／日 使用時間 平均 2.03 時間／日 
使用時間 平均 50.25 分／日 使用時間 平均 41.68 分／日 
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1台 

77.1

2台 

19.3

0

0

0

20
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80

100

20

40

60

80

50

100

0

50

100

4台 3台 

軽自動車　n = 109

普通自動車　n = 172

軽トラック　n = 23

2.8

5台以上 

0.9

1台 

0～9台 

100.0

65.1

2台 

25.6

3台 

8.1

4台以上 

1.2

10台以上 

その他　n = 12

平均保有代数　1.28台 

平均保有代数　1.45台 

平均保有代数　1.00台 

平均保有代数　1.25台 

1台 

75.0

2台以上 

25.0
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0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240 260 280

■通勤・通学　■買い物　■レジャー　■その他 

軽自動車（n=145） 9.76.924.159.3

普通自動車（n=279） 7.518.625.848.0

軽トラック（n=25） 40.0 52.0

その他（n=13） 30.853.8

 用　　　途 平均使用台数 延べ使用日数 延べ走行距離 

通勤・業務、通学 1.30　台 26.12　日／月 847.72　km／月 

買い物  0.55　台 13.33　日／月 116.83　km／月 

レジャー 0.42　台 5.43　日／月 138.81　km／月 

その他  0.74　台 10.84　日／月 175.74　km／月 

ウ　用途別の使用台数、使用日数、走行距離 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

■削除できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

通勤・業務、通学（n=150） 

買い物（n=116） 

レジャー（n=90） 

その他（n=40） 

4.02.16.720.066.7

1.78.619.034.536.2

5.65.611.140.037.8

2.5
7.5

22.520.047.5

■広報誌、パンフレットなどによる普及啓発の充実 
■環境教育・学習の充実 
■地球環境保全のために活動している市民団体への支援 
■環境情報の提供や県民相互の交流の場となる拠点施設の整備 
■ごみの減量化・リサイクルの推進 
■森林、サンゴ礁の保全整備、都市公園の整備等緑化の推進 
■温室効果ガス排出に対する法や条例による規制 
■地球環境に関する調査研究、観測監視体制の整備充実 
■新エネルギー設備等の導入に対する補助金制度の確立 
■開発途上国に対する国際協力の推進 
■その他 

16.9
56.4

15.3
7.2

58.9
53.0

22.5
9.7

40.7
10.2

1.7

0 10 20

n = 236

30 40 50 60
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

6.04.559.430.1地球温暖化 

1.53.054.840.7オゾン層の破壊 

3.00.812.861.721.8酸性雨 

0.73.760.435.1森林の減少 

6.76.762.723.9砂漠化 

3.011.152.632.6野生生物の種の減少 

3.06.053.736.6海洋汚染 

8.117.051.123.0海面上昇 

5.312.052.630.1廃棄物の国境を越えた移動 

3.813.562.420.3開発途上国の環境問題 

3.72.947.146.3沖縄県内の温暖化の影響 

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■風力発電や太陽光発電などの電源構成への転換 

■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 

■運輸交通体系の改善 

■ライフスタイルの見直し 

■森林整備や都市緑化の推進 

■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 

■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 

■炭素税などの経済的措置の導入 

■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 

■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 

■その他 

66.7

21.3

31.9

14.2

57.4

23.4

31.9

5.7

17.7

25.5

2.1

0 10 20

n = 141

30 40 50 60 70
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36.8%

3.8%

2.3%

6.2%

26.9%

20.0%

43.8%

3.1%

n = 133

n = 130

48.1%

9.0%

■収益性を最優先する 
■収益が悪化しない範囲で地球環境保全に努める 
■収益が多少悪化しても、地球環境保全に取り組む 
■結果的にコストの削減につながるので積極的に取り組む 
■わからない 

■事業所として設けている 
■会社として設けている 
■今後設ける予定である 
■設ける予定はない 
■わからない 



資

料

編

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 110 12030 40 50 60 70 80 90 100

■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

■未使用　■使用 

11.24.740.227.116.8OA機器等は省エネルギー型を購入 

3.62.624.628.941.2コピー用紙は再生紙を使用 

4.33.417.126.548.7古紙使用のトイレットペーパーを購入 

15.39.051.413.510.8低公害車、低燃費車の購入 

3.513.215.836.830.7昼休みの照明オフ 

1.612.946.038.7冷暖房の時間短縮、設定温度の配慮 

3.55.321.234.535.4パソコン、コピー機等の待機電力のオフ 

22.727.342.73.63.6自然エネルギーの利用 

18.014.440.514.412.6建物・作業所の断熱化 

11.020.332.217.818.6雨水、一次使用水の再利用 

1.724.442.929.4コピー用紙使用量の減少（両面コピー等） 

5.65.617.742.728.2使い捨て製品の不使用 

6.41.629.645.616.8包装・梱包の削減、再利用の促進 

4.713.432.348.8紙、びん、缶の分別回収 

10.949.119.110.010.9従業員の自動車通勤を自粛 

4.88.133.139.514.5近隣の用事は徒歩か自転車で行く 

4.87.223.226.438.4停車中はこまめにエンジンを切る 

1.618.443.236.0タイヤの空気圧など点検整備を心掛ける 

37.017.635.27.42.8省エネ輸配送システムを導入する 
 49.014.723.55.96.9配送を外部委託する 

27.942.322.54.52.7パークアンドライドの実施 

4.64.619.237.733.8事業所内や周辺の緑化促進 

19.127.839.110.43.5環境保全に関する従業員研修の実施 

9.75.631.529.024.2公園、道路の清掃等地域活動の参加 

95.54.5電気（n=111） 

12.887.2都市ガス（n=78） 

59.640.4プロパンガス（n=94） 

22.277.8灯油（n=81） 

17.182.9重油類（n=76） 

16.084.0その他（n=25） 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80

■削減できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

2.722.746.728.0電気（n=75） 

83.316.7都市ガス（n=6） 

2.612.835.948.7プロパンガス（n=39） 

15.438.546.2灯油（n=13） 

50.050.0重油類（n=6） 

100.0その他（n=1） 

エアコン 

ＯＡ器機 

冷房時の設定温度 

暖房時の設定温度 

パソコンの待機時間 

コピー機の待機時間 

　用　　途 

軽・乗用車 

トラック 

軽・小型貨物車 

貨客車 

普通貨物車 

特殊用途車 

平均使用台数 

2.69　台 

4.07　台 

2.04　台 

2.25　台 

2.70　台 

3.50　台 

延べ平均使用日数 

48.67　日／月 

34.88　日／月 

75.62　日／月 

25.00　日／月 

25.59　日／月 

21.00　日／月 

延べ平均走行距離 

1,058.25　km／月 

2,738.11　km／月 

1,179.25　km／月 

2,000.00　km／月 

1,970.14　km／月 

　168.00　km／月 

約　24.28　度 

約　26.08　度 

約　  7.46　時間／日 

約　  8.43　時間／日 

約　25.51　度 

約　26.33　度 

約　  7.42　時間／日 

約  　5.13　時間／日 

現在の平均使用状況 今後節電に努めた場合 

設定温度、使用時間等 

イ　エアコン・ＯＡ器機の使用状況 

ウ　自動車の使用状況 

■風力発電や太陽光発電などの電源構成への転換 

■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 

■運輸交通体系の改善 

■ライフスタイルの見直し 

■森林整備や都市緑化の推進 

■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 

■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 

■炭素税などの経済的措置の導入 

■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 

■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 

■その他 

66.7

21.3

31.9

14.2

57.4

23.4

31.9

5.7

17.7

25.5

2.1

0 10 20

n = 141

30 40 50 60 70
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■食料品 
■飲料品 
■繊維工業 
■衣服・その他の繊維製品 
■木材・木工品 
■家具・装備品 
■パルプ・紙・紙加工品 
■出版・印刷 
■化学工業 
■石油製品 
■窯業・土石製品 
■鉄工業 
■金属製品 
■電気製品器具 

■卸売・小売業 
■サービス業 
■金融・保険業 
■不動産業 
■運輸業 
■飲食店・宿泊業 
■建設業 
■情報通信業 
■農業 
■電気・ガス・熱供給・水道業 
■公務 
■医療・福祉 
■製造業 
■その他 

0 2 4

n = 124

n = 119

39.5
0 10 20 30 40 50

40.3

24.4

27.44.0

4.8
0.8

1.6

2.4
3.2

0.8
0.8
0.8

4.8
17.7

3.2
6.5

0.8
5.6
5.6

1.6
0.8

6.5

6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

■事業所 
■店鋪 
■その他 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地球温暖化 6.912.662.118.4

オゾン層の破壊 3.46.865.923.9

酸性雨 8.019.359.113.6

森林の減少 2.317.055.725.0

砂漠化 6.821.656.814.8

野生生物の種の減少 3.419.359.118.2

海洋汚染 20.5 10.268.2 1.1

海面上昇 11.418.258.012.5

廃棄物の国境を越えた移動 5.715.956.821.6

開発途上国の環境問題 7.018.659.315.1

沖縄県内の温暖化の影響 2.29.059.629.2

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■風力発電や太陽光発電等の電源構成への転換 
■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 
■運輸交通体系の改善 
■ライフスタイルの見直し 
■森林整備や都市緑化の推進 
■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 
■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 
■炭素税などの経済的措置の導入 
■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 
■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 
■その他 

■収益性を最優先する 
■収益が悪化しない範囲で地球環境保全に努める 
■収益が多少悪化しても、地球環境保全に取り組む 
■結果的にコストの削減につながるので積極的に取り組む 
■わからない 

71.9
30.3

39.3
9.0

44.9
36.0

22.5
6.7

14.6
20.2

0 10 20 30 40

n = 89

50 60 70 80

49.4%35.3%

7.1%

3.5%

4.7%
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■すでに取得済み 
■取得予定 
■今後取得に向けて検討 
■財政的な支援があれば取得したい 
■取得するつもりはない 
■わからない 

■事業所として設けている 
■会社として設けている 
■今後設ける予定である 
■設ける予定はない 
■わからない 

3.6%

25.0%

20.2%

n = 84

n = 84

14.3%

33.3%

3.6%

3.6%

11.9%

25.0%

21.4%

38.1%
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80

■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

■未使用　■使用 

OA機器等は省エネルギー型を購入 11.36.337.536.38.8

公園、道路の清掃等地域活動の参加 6.010.830.136.116.9

コピー用紙は再生紙を使用 5.94.735.329.424.7

古紙使用のトイレットペーパーを購入 6.14.926.840.222.0

低公害車、低燃費車の購入 17.39.958.012.32.5

昼休みの照明オフ 2.43.614.340.539.3

冷暖房の時間短縮、設定温度の配慮 1.114.955.227.6

パソコン、コピー機等の待機電力のオフ 1.26.033.335.723.8

自然エネルギーの利用 29.828.640.51.2

コ－ジェネレーションを導入し熱効率の向上 37.331.328.92.4

建物・作業所の断熱化 12.312.339.529.66.2

雨水、一次使用水の再利用 13.125.028.617.915.5

コピー用紙使用量の減少（両面コピー等） 3.53.520.047.125.9

使い捨て製品の不使用 3.512.927.135.321.2

包装・梱包の削減、再利用の促進 7.36.131.746.38.5

紙、びん、缶の分別回収 4.73.524.438.429.1

従業員の自動車通勤を自粛 8.568.312.29.81.2

近隣の用事は徒歩か自転車で行く 8.822.532.530.06.3

停車中はこまめにエンジンを切る 9.415.327.131.816.5

タイアの空気圧など点検整備を心掛ける 3.619.351.824.1

省エネ輸配送システムを導入 40.215.531.76.12.4

配送を外部委託する 24.724.724.711.714.3

パークアンドライドの実施 36.850.013.2

事業所内や周辺の緑化促進 1.221.243.532.9

環境保全に関する従業員研修の実施 19.515.947.611.06.1

電気（n=77） 98.71.3

都市ガス（n=62） 12.987.1

プロパンガス（n=67） 77.622.4

灯油（n=65） 38.561.5

重油類（n=67） 56.743.3

その他（n=5） 20 80.0
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0 10 20 30 40 50

■削減できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

軽・乗用車（n=48） 2.14.227.166.7

トラック（n=33） 3.03.030.363.6

軽・小型貨物車（n=26） 3.823.173.1

貨客車（n=2） 5050

普通貨物車（n=18） 38.961.1

特殊用途車（n=14） 14.321.464.3

（４）自動車の使用状況について 

ア　車種別の平均使用台数、使用日数、走行距離 

車　　種 平均使用台数 延べ平均使用日数 延べ平均走行距離 

①軽・乗用車 

②トラック 

③軽・小型貨物車 

④貨客車 

⑤普通貨物車 

⑥特殊用途車 

8.56　台 

4.37　台 

6.78　台 

9.00　台 

8.08　台 

6.12　台 

79.98　日／月 

40.69　日／月 

65.85　日／月 

160.00　日／月 

35.58　日／月 

35.64　日／月 

4,540.65　km／月 

6,236.03　km／月 

2,187.91　km／月 

10,539.35　km／月 

2,688.11　km／月 

2,096.22　km／月 

0 10 20 30 40 50 60 70

■削減できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

電気（n=65） 7.749.243.1

都市ガス（n=5） 60.040.0

プロパンガス（n=37） 2.729.767.6

灯油（n=22） 9.118.272.7

重油類（n=32） 3.156.340.6

その他（n=3） 100.0
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■実施済　■無関係　■予定有　■予定無 

コージェネレーション 43.13.150.83.1

ボイラーの酸素制御 26.94.559.79.0

モーターのインバータ制御 36.443.919.7

高効率モーターの導入 45.947.56.6

コンピュータによる運転管理 45.54.540.99.1

プロセス変更・改良によるエネルギーの削減 39.31.649.29.8

自然エネルギーの活用 61.51.535.41.5

廃棄物のリサイクル 27.710.821.540.0

代替フロンの種類 使用量 使用時の放出・再利用・破壊 

HFC－134a 

HFC－23 

その他HFC 

PFC－14 

PFC－116 

その他PFC

－　kg／年 

－　kg／年 

－　kg／年 

－　kg／年 

－　kg／年 

－　kg／年 

－　kg／年 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　－％ 

 

HFC 

 

 

PFC 

 

SF6

（５）代替フロンについて 

■広報誌、パンフレットなどによる普及啓発の充実 
■環境教育・学習の充実 
■地球環境保全のために活動している市民団体への支援 
■環境情報の提供や県民相互の交流の場となる拠点施設の整備 
■ごみの減量化・リサイクルの推進 
■森林、サンゴ礁の保全整備、都市公園の整備など緑化の推進 
■温室効果ガス排出に対する法や条例による規則 
■地球環境に関する調査研究、観測監視体制の整備充実 
■新エネルギー設備などの導入に対する補助金制度の確立 
■開発途上国に対する国際協力の推進 
■その他 

33.7
44.6

14.5
13.3

66.3
42.2

15.7
7.2

47.0
2.4
1.2

0 10 20 30 40

n = 83

50 60 70

■食料品 
■飲料品 
■繊維工業 
■衣服・その他の繊維製品 
■木材・木製品 
■家具・装備品 
■パルプ・紙・紙加工品 
■出版・印刷 
■化学工業 
■石油製品 
■窯業・土石製品 
■鉄鋼業 
■金属製品 
■電気製品器具 

■卸売・小売業 
■サービス業 
■金融・保険業 
■不動産業 
■運輸業 
■飲食店・宿泊業 
■建設業 
■情報通信業 
■農業 
■電気・ガス・熱供給・水道業 
■公務 
■医療・福祉 
■製造業 
■その他 

0 2 4

n = 79

22.8
5.1

1.3
6.3

1.3
3.8

15.2
1.3

15.2
1.3

3.8
1.3
1.3

5.1

11.4

6 8 10 12 14 16 18 20 22 24
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地球温暖化 2.42.42.470.722.0

オゾン層の破壊 2.465.931.7

酸性雨 2.47.373.217.1

森林の減少 2.412.263.422.0

砂漠化 7.324.456.112.2

野生生物の種の減少 4.914.663.417.1

海洋汚染 2.470.726.8

海面上昇 7.32.422.061.07.3

廃棄物の国境を越えた移動 7.375.617.1

開発途上国の環境問題 2.44.97.365.919.5

沖縄県内の温暖化の影響 2.42.468.326.8

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■風力発電や太陽光発電等の電源構成への転換 
■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 
■運輸交通体系の改善 
■ライフスタイルの見直し 
■森林整備や都市緑化の推進 
■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 
■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 
■炭素税などの経済的措置の導入 
■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 
■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 
■その他 

■収益性を最優先する 
■収益が悪化しない範囲で地球環境保全に努める 
■収益が多少悪化しても、地球環境保全に取り組む 
■結果的にコストの削減につながるので積極的に取り組む 
■わからない 

53.7
53.7

31.7
19.5

43.9
31.7

36.6
2.4

12.2

2.4
7.3

0 10 20 30 40

n = 41

n = 32

50 60

18.8%

50.0%

31.3%
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■事業所として設けている 
■会社として設けている 
■今後設ける予定である 
■設ける予定はない 
■わからない 

n = 32

■すでに取得済み 
■取得予定 
■今後取得に向けて検討 
■財政的な支援があれば取得したい 
■取得するつもりはない 
■わからない 

12.5%

9.4%

6.3%

n = 32

3.1%

56.3%

12.5%

9.4%

9.4%

15.6%

15.6%

50.0%

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
消
費
量 

エネルギー種類 
1990年（平成２年） 

総　消　費　量 原　料　用 発生・回収・生産 
揮発油 
灯油 
軽油 
Ａ重油 
Ｂ重油 
Ｃ重油 
液化石油ガス 
石油系炭化水素ガス 
石油コークス 
石炭 
石炭コークス 
都市ガス 
買電 
その他 

72,195.00　　kl 
2,426.67　　kl 
125.00　　kl 
818.00　　kl 
－　　　kl 

349,435.70　　kl 
453.50　　  t 

77,419.00   千m3 

－　　　  t 
－　　　  t 
－　　　  t 
125.00  千m3 

74,161.80  千kWh 
 
 

－　　　kl 
－　　　kl 
－　　　kl 

215.00　　kl 
－　　　kl 
－　　　kl 
－　　　  t 
－　   千m3 

－　　　  t 
－　　　  t 
－　　　  t 

8,302.00  千m3 

－　   千kWh 
 

259,428.00　　kl 
69,335.00　　kl 
223,485.00　　kl 
190,229.00　　kl 

－　　　kl 
792,874.00　　kl 
67,791.00　　  t 
43,870.00  千m3 

－　　　  t 
－　　　  t 
－　　　  t 
－　   千m3 

－　   千kWh 
 
 

（３）エネルギー消費について 
　　ア　エネルギー消費量（年代別） 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■実施済　■無関係　■予定有　■予定無 

コージェネレーション 32.08.032.028.0

自家発電のリパワリング 58.34.233.34.2

ガスタービンの導入 45.833.320.8

コンバインドサイクル化 43.556.5

燃料のLNG化 66.733.3

ボイラーの酸素制御 56.54.326.113.0

モーターのインバータ制御 31.65.331.631.6

高効率モーターの導入 47.45.331.615.8

低温レベルのエネルギー回収 45.040.015.0

コンビナート全体のエネルギーの複合回収 20.070.010.0

コンピュータによる運転管理 41.223.535.3

プロセス変更・改良によるエネルギーの削減 26.76.746.720.0

卸電気事業への参入 45.554.5

廃棄物発電（RDF発電含む） 42.947.69.5

自然エネルギーの活用 60.05.025.010.0

廃棄物のリサイクル 10.810.816.262.2

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
消
費
量 

エネルギー種類 
1999年（平成11年） 

総　消　費　量 原　料　用 発生・回収・生産 

揮発油 
灯油 
軽油 
Ａ重油 
Ｂ重油 
Ｃ重油 
液化石油ガス 
石油系炭化水素ガス 
石油コークス 
石炭 
石炭コークス 
都市ガス 
買電 
その他（自家発電） 

17,484.50　　kl 
3,813.40　　kl 
2,943.18　　kl 
37,134.83　　kl 

－　　　kl 
274,611.00　　kl 
8,612.32　　  t 
80,578.00  千m3 

－　　　  t 
711,432.00　　  t 

－　　　  t 
6,057.57  千m3 

2,493,559.00 千kWh 
6,205.00 千kWh

－　　　kl 
21.00　　kl 
－　　　kl 

194.00　　kl 
－　　　kl 
－　　　kl 
－　　　  t 
－　   千m3 

－　　　  t 
－　　　  t 
－　　　  t 

7,493.00  千m3 

－　   千kWh 
 
 

670,688.00　　kl 
198,926.50　　kl 
699,107.00　　kl 
88,970.50　　kl 

－　　　kl 
1,435,658.00　　kl 
71,371.00　　  t 
81,412.00  千m3 

－　　　  t 
－　　　  t 
－　　　  t 
－　   千m3 

－　   千kWh 
 
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
消
費
量 

エネルギー種類 
2010年（平成22年） 

総　消　費　量 原　料　用 発生・回収・生産 

揮発油 

灯油 

軽油 

Ａ重油 

Ｂ重油 

Ｃ重油 

液化石油ガス 

石油系炭化水素ガス 

石油コークス 

石炭 

石炭コークス 

都市ガス 

買電 

計画（液化天然ガス） 

－　　　kl 

　－　　　kl 

2,176.50　　kl 

344,628.30　　kl 

－　　　kl 

484,300.00 　　kl 

21,520.00　　  t 

－　   千m3 

－　　　  t 

2,386,100.00　　  t 

－　　　  t 

634.80   千m3 

19,211.92  千kWh 
107,900.00　　  t

－　　　kl 

－　　　kl 

－　　　kl 

200.00　　kl 

－　　　kl 

－　　　kl 

－　　　  t 

－　   千m3 

－　　　  t 

－　　　  t 

－　　　  t 

8,184.00  千m3 

－　   千kWh 
 

－　　　kl 

－　　　kl 

－　　　kl 

250.00　　kl 

－　　　kl 

－　　　kl 

－　　　  t 

－　   千m3 

－　　　  t 

－　　　  t 

－　　　  t 

－　   千m3 

－　   千kWh 
 



資

料

編

 

項　　　　目 2010年（H22） 

①エネルギー原単位削減率 

②エネルギー消費量削減率 

③その他削減目標 

①セメント 

②生石灰 

③硝酸 

熱分解によるCO2発生量 

熱分解によるCO2発生量 

熱分解によるN2O発生量 

7.52　％ 

14.26　％ 

－　　 

（５）削減目標について 

（６）温室効果ガス発生量について 

　　ア　セメント、生石灰、硝酸の生産時 

1990年に対する将来（2010年）の平均削減率 

製造する製品の種類 生産量 

t／年 

温室効果ガス発生量 

  t／年 
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■第一種エネルギー管理指定工場 
■第二種エネルギー管理指定工場 
■エネルギー管理指定工場ではない 
■わからない 

n = 42

■毎年でも対応する 
■隔年なら対応する 
■3～5年に1回ぐらいなら対応する 
■できるだけ対応したいが、確約はできない 
■対応するのは難しい 
■わからない 

36.6%

36.6%

7.3%
14.6%

n = 41

4.9%

4.8%

61.9%

7.1%

26.2%

■広報誌、パンフレットなどによる普及啓発の充実 
■環境教育・学習の充実 
■地球環境保全のために活動している市民団体への支援 
■環境情報の提供や県民相互の交流の場となる拠点施設の整備 
■ごみの減量化・リサイクルの推進 
■森林、サンゴ礁の保全整備、都市公園の整備等緑化の推進 
■温室効果ガス排出に対する法や条例による規制 
■地球環境に関する調査研究、観測監視体制の整備充実 
■新エネルギー設備等の導入に対する補助金制度の確立 
■開発途上国に対する国際協力の推進 
■その他 

31.0
61.9

19.0
4.8

66.7
50.0

7.1
14.3

33.3

4.8

0 10 20 30 40

n = 42

50 60 70

代替フロンの種類 
生産量 
t／年 

使用量 
t／年 

使用時の放出・再利用・破壊 

①HFC－134a 

②HFC－23 

③その他HFC 

①PFC－14 

②PFC－116 

③その他PFC

 

 

0.50

放出　　％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出　　％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出100.0％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

放出　－％、再利用　－％、破壊　98.00％ 

HFC 

 

 

PFC 

 

 

SF6
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■食料品 
■飲料 
■繊維工業 
■衣服・その他の繊維製品 
■木材・木製品 
■家具・装備品 
■パルプ・紙・紙加工品 
■出版・印刷 
■化学工業 
■石油製品 
■窯業・土石製品 
■鉄鋼業 
■金属製品 
■電気製品器具 

■卸売・小売業 
■サービス業 
■金融・保険業 
■不動産業 
■運輸業 
■飲食店・宿泊業 
■建設業 
■情報通信業 
■農業 
■電気・ガス・熱供給・水道業 
■公務 
■医療・福祉 
■製造業 
■その他 

0 10

n = 42

2.4
2.4

2.4
4.8

7.1

2.4

4.8

2.4
14.3

47.6

20 30 40 50

9.5
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　 種　　類 単　位 1990年 　　　 1999年　 　　 

 電　　　　気 千kWh － － 

 都 市 ガ ス 千m3 － － 

 プロパンガス t － － 

 灯　　　　油 kl 336 290 

 軽　　　　油 kl 2,963 5,586 

 重　　　　油 kl 34,891 43,046
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  単　位 1990年　　　　 1999年　　　　 

消費量 ｔ 73,814 94,489 

消費者件数 件 371,186 452,306 

１件あたり消費量 ｔ／件 0.199 0.209
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0

20

40

60

80

0

20

40

60

80

発足時期　n = 20

1980～1984年 

10.0

1985～1989年 

15.0

1990～1994年 

5.0

1995～1999年 

5.0

2000年以降 

65.0

活動人数　n = 20

n = 20

250人以上 

5.0

200～249人 

5.0

150～199人 

5.0

100～149人 

5.0

50～99人 

5.0

0～49人 

75.0

25.0

0 10 20 30 40

10.0
25.0

40.0

5.0

10.0
5.0
5.0

■保健、医療、福祉 
■社会教育 
■まちづくり 
■文化、芸術、スポーツ 
■環境 
■災害救援 
■地域安全 
■人権、平和 
■国際協力 
■男女共同参画 
■子どもの健全育成 
■NPO、NGOの支援 
■その他 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地球温暖化 11.8

オゾン層の破壊 11.8

酸性雨 11.8

5.9

5.9

35.3

35.3

47.1

47.1

5.95.935.341.2

県民との協調の状況 5.3

企業との協調の状況 5.310.510.552.615.85.3

行政との協調の状況 5.3

5.363.215.8

5.3

10.5

10.5 10.542.126.3

森林の減少 11.15.65.616.761.1

砂漠化 17.611.852.917.6

野生生物の種の減少 11.811.817.658.8

海洋汚染 11.111.144.433.3

海面上昇 23.552.917.6

廃棄物の国境を越えた移動 5.95.947.141.2

開発途上国の環境問題 5.929.4 23.541.2

沖縄県内の温暖化の影響 5.917.617.658.8

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■非常に密接に協調している　■密接に協調している　■協調している 
■あまり協調していない　　　■関連は全くない　　　■わからない 

■風力発電や太陽光発電等の電源構成への転換 
■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 
■運輸交通体系の改善 
■ライフスタイルの見直し 
■森林整備や都市緑化の推進 
■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 
■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 
■炭素税などの経済的措置の導入 
■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 
■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 
■その他 

50..0
5.6

33.3
16.7

61.1
5.6

50.0
5.6
5.6

16.7
38.9

0 10 20 30 40

n = 18

50 60 70

5.9
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■現在、活動を通じて地球温暖化防止に取り組んでいる。 
■今後、活動を通じ地球温暖化防止に取り組んでいきたい。 
■地球温暖化防止については活動範囲外であり、今後対応する予定はない。 
■わからない 

n = 19

10.5%

31.6%

15.8%

42.1%
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■広報誌、パンフレットなどによる普及啓発の充実 
■環境教育・学習の充実 
■地球環境保全のために活動している市民団体への支援 
■環境情報の提供や県民相互の交流の場となる拠点施設の整備 
■ごみの減量化・リサイクルの推進 
■森林、サンゴ礁の保全整備、都市公園の整備等緑化の推進 
■温室効果ガス排出に対する法や条例による規制 
■地球環境に関する調査研究、観測監視体制の整備充実 
■新エネルギー設備等の導入に対する補助金制度の確立 
■開発途上国に対する国際協力の推進 
■その他 

10.5
63.2

36.8
5.3

36.8
68.4

10.5

36.8

5.3
5.3

0 10 20 30 40

n = 19

50 60 70
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

温暖化 4.214.662.518.8

酸性雨 10.44.231.341.712.5

オゾン層の破壊 4.110.265.320.4

サンゴの白化 4.14.16.151.034.7

大気汚染 6.34.222.954.212.5

水質汚濁 6.32.18.354.229.2

リサイクル問題 2.02.032.763.3

米軍基地に起因する公害 14.62.116.741.725.0

赤土問題 4.210.458.327.1

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

■行政による規制または指導 

■行政による補助金による援助 

■企業による工場等での対策及び技術開発 

■ボランティア団体や環境NGOによる活動 

■日常生活における県民一人ひとりの行動 

■特にあらたまった行動をとる必要はない 

■わからない 

59.6

17.0

61.7

4.3

44.7

2.1

0 10 20 30 40

n = 47

50 60 70

■深刻な影響がでる 
■影響は少ない 
■影響はわからない 
■進まない 
■わからない 

58.3%

4.2%

n=48

31.3%

6.3%
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n = 50

■すでに認証取得している 
■重要性を認識し、認証取得のための手続き中である 
■情報は入手しているが、まだ対応していない 
■認証取得するつもりはないが、ISO14004やISO14031による環境配慮活動を行う 
■他に優先性の高い業務があり、ISO14000シリーズへの対応は考えてない 
■当市町村には関係がないと考えている 
■わからない 

■地球環境の保全を最優先にする 
■地域の振興を多少犠牲にしても、地球環境の保全を優先する 
■地球環境を多少損なっても、地域の振興を優先させる 
■地域の振興を優先する 
■わからない 

44.7%

38.3%

10.6%

2.1%

n = 47

4.3%

6.0%

24.0%

42.0%

16.0%

12.0%

3020 40

環境基礎調査 81.616.32.0

0 10 50 60 70 80 90 100

環境基本計画、ローカルアジェンダ等 73.520.42.04.1

地球温暖化防止実行計画 89.68.32.1

■既に調査した　■現在調査中　■調査予定有り　■調査予定無し 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
冷暖房の時間短縮、設定温度の配慮 4.214.625.056.3

昼休みの照明オフ 2.028.669.4
パソコン、コピー機等の待機電力のオフ 6.32.127.147.916.7
OA機器等は省エネルギー型を購入 8.210.257.120.44.1

公共交通機関の積極的利用 27.738.329.84.3
ノーカーデー、ノーマイカーデーの励行 14.955.329.8
公用車に低公害車、低燃費車の導入 12.812.861.710.62.1

停車中はこまめにエンジンを切る 10.64.327.744.712.8
コピー用紙使用量の減少（両面コピー等） 4.122.455.118.4

使い捨て製品を控え環境に配慮した製品の購入 4.24.243.843.84.2
分別リサイクルの徹底 2.018.453.126.5

公共事業における熱帯材の使用削減 29.86.446.817.0
庁舎敷地内及び周辺の緑化促進 8.22.016.349.024.5

各講習会等の積極的参加 

公共施設の断熱化 

12.829.848.98.5

■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

10.22.040.836.710.2

公共施設における自然エネルギーの活用 12.817.063.84.32.1

ごみ焼却熱の有効利用等未利用エネルギーの活用 16.324.553.14.12.0

ノーカーデー、ノーマイカーデーの推進 17.042.640.4

ごみ減量化・再資源化対策の推進 4.120.444.930.6

代替フロン類の回収、または回収への協力 8.320.843.822.94.2

事業者等の省エネ等に関する相談・誘導 16.718.856.36.3

省エネ・省資源活動の表彰制度 25.043.831.3

環境保全活動の拠点整備、ネットワークの構築 14.625.052.18.3

民間環境保全生活に対する財政措置 18.841.733.34.2

地球環境保全にかかる普及啓発・イベントの開催 10.425.039.616.78.3

環境教育の推進・環境学習の場の整備 8.26.157.120.48.2

環境情報システムの構築、情報の提供 12.520.860.46.3

環境教育や実践活動のためのリーダーの育成 12.514.656.310.46.3

森林の総合管理、緑化活動の推進・支援 12.218.428.628.612.2

地球環境保全に係る国際協力（研修生の受入等） 27.143.825.02.1
2.1

環境保全目標を進行管理する制度の導入 18.845.833.3

パークアンドライドの導入 40.440.417.0

■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない・関係ない 

2.1

2.1

2.1

2.1
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■地球温暖化に関する情報提供 

■県における削減目標の設定と行動計画の策定 

■市町村ごとの問題点の指摘及び改善指導 

■広域的連携のための制度・システムづくり 

■資源リサイクルを推進するためのシステム整備 

■ISO14001取得の率先実行、市町村が取得するための支援 

■環境教育、普及啓発のための資機材の整備 

■研修会やセミナーの開催、情報交換の場の提供 

■その他 

47.9

37.5

43.8

31.3

50.0

8.3

18.8

4.2

33.3

0 10 20 30 40

n = 48

50

沖縄県環境保全率先実行計画の策定 34.865.2

沖縄県環境管理計画の策定 64.435.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

おきなわアジェンダ21の策定 15.684.4

地域環境センターの設置 82.217.8

古紙プロジェクトシンポジウムの開催 57.842.2

こどもエコクラブの結成促進 21.778.3

使用済み自動車適性処理推進シンポジウムの開催 35.664.4

リサイクル・夢市場の開催 51.148.9

■知っていた　■知らなかった 

沖縄県環境保全率先実行計画 2.57.57.582.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

沖縄県環境管理計画 5.310.510.573.7

おきなわアジェンダ21 2.414.678.0 4.9

地域環境センター 12.87.710.369.2

古紙プロジェクトシンポジウム 4.94.97.382.9

こどもエコクラブ 9.57.183.3

使用済み自動車適性処理推進シンポジウム 5.07.587.5

リサイクル・夢市場 5.12.67.784.6

■これからも続けて欲しい　■自分も活用したい　■特に必要ない　■関心がない 
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部　　　門 区　　　分 エ ネ ル ギ ー 消 費 量 等  

エネルギー 

転換部門 

 

 

産業部門 

 

 

 

運輸部門 

 

 

 

民生部門
 

 

 

 

工業プロセス 

廃棄物 

電気事業者 

ガス事業者 

農林水産業 

鉱業 

建設業 

製造業
 

 

自動車 

国内船舶 

国内航空 

 

家庭系 

 

 

業務系 

 

石灰石 

一般廃棄物 

産業廃棄物 

（県内の火力発電所の燃料別消費量）×（所内率） 

（ガス生産に係る加熱用消費量）＋（都市ガス自家消費量） 

（購入電力）＋（燃料別消費量）×（関連指標の全国比） 

（購入電力）＋（燃料別消費量） 

（購入電力）＋（燃料消費量）×（工事費予定額の全国比） 

（業種別・燃料別の燃料消費量）＋（購入電力） 

　　30人未満補正をエネルギー種類別に考慮 

（全国車種別燃料販売量）×（車種別保有台数）×（補正係数） 

（国内船舶の燃料別消費量）×（国内取扱量の全国比） 

県内の空港で給油されたジェット燃料の量 

電気及び都市ガス消費量は既存資料から全県分を把握 

プロパンガス消費量は、（１世帯当り消費量）×（世帯数） 

灯油消費量は、（１世帯当たり消費量）×（世帯数） 

電気及び都市ガス消費量は既存資料から全県分を把握 

プロパンガス消費量は、家庭業務用から家庭用を差し引き 

石油類は、（全国消費量）×（第３次産業県内総生産の全国比） 

生石灰製造、鉄鋼製造、セメント製造に伴うCO2排出量 

プラスチックなど化石燃料由来の廃棄物の焼却 

廃油、廃プラスチックなど化石燃料由来の廃棄物の焼却 
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【電力転嫁前】 Σ　燃料種類別の消費量 

  　『電力需給の概要』：火力発電所ごとの燃料消費量が掲載されている 

 ｉ：県内の火力発電所 

【電力転嫁後】 Σ　燃料種類別の消費量　×　所内率 

 　　　　　『電力需給の概要』 

 ｉ：県内の火力発電所 

 

（イ）　ガス事業者 

　　　　県内に立地している都市ガス製造所の加熱用燃料消費とガス事業者の都市ガス自家消費に伴う 

　　　二酸化炭素排出量を算定する。 

 

　　Σ　燃料種類別の加熱用使用量　＋　Σ　都市ガスの自家消費量 

 

　　　　　　　　　　　　　　　『ガス事業年報』 

　ｉ：県内に立地する都市ガス製造所 

　ｊ：県内に立地する都市ガス供給会社 

イ　産業部門 

（ア）農林水産業 

　　　電気消費量は県内で使用された農事用電力量から、また、油類消費量は国の農林水産業エネルギー 

　　消費量に農業粗生産額等の全国比を乗じて求め、県内の排出量を算定する。 

 

電気消費量　＝　（農事用電力使用電力量） 

 

　　　　　　　　　　『電気事業便覧』 

　　＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『農業粗生産額及び生産農業所得』 

 

油類消費量　＝　（農林業の全国の燃料別消費量）×（農業粗生産額の全国比） 

 

　　　　　　　　『エネルギー生産・需給統計年報』　　　『漁業動態統計年報』 

 

　　　　　　＝　（水産業の全国の燃料別消費量）×（動力船合計トン数の全国比） 

n

ｉ＝1

n

ｉ＝1

n

ｊ＝1

n

ｉ＝1
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（イ）鉱業 

　　　『砕石統計年報』の都道府県別鉱業用エネルギー消費量から、沖縄県の排出量を算定する.。 

　　　　　　　　　　電気消費量　＝　購入電力 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　『砕石統計年報』 

 

　　　　　　　　　　油類消費量　＝　燃料種類別の消費量 

 

（ウ）建設業 

　　　電気消費量は県内で使用された建設工事用電力量と臨時用電力から、また、油類消費量は国の建 

　　設業エネルギー消費量に工事費予定額の全国比を乗じて求め、県内の排出量を算定する。 

　 

　　　　　　　　　　電気消費量　＝　（建設工事用電力　＋　臨時用電力） 

 

　　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　『電気事業便覧』 

 

　　　　　　　　　　油類消費量　＝　（建設業の全国の燃料別消費量）×（工事費予定額の全国比） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『エネルギー生産・需給統計年報』　　『建築統計年報』 

 

（エ）製造業 

　　　「石油等消費量構造統計表』の都道府県別製造業用エネルギー消費量から、従業者30人以上の事業

　　者の排出量を算定し、これに30人未満の補正係数を乗じて県内の排出量を算定する。補正は業種別・エ

　　ネルギー種別に行い、電気と都市ガスについては、県域の全消費量が別資料の合計とできるだけ近く

　　くなるように補正係数をさらに是正する。 

 

　（燃料種類別の消費量　×　燃焼率　＋　買電）　×　30人未満補正 

 

　　　　　『石油等消費構造統計表（商鉱工業）』 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『工業統計表（産業偏）』 

　　　（注）回収黒液は国際ルールに準じて対象外とする 

 

【燃焼率（全国一律）】 

燃焼率　＝ 
化学工業、石油、石炭製品業（ナフサ・LPG） 

（ナフサ、LPG消費合計－ナフサ、LPG原料用）＋（ナフサ、LPG原料用×0.2） 

ナフサ、LPG消費合計 

燃焼したと仮定 

燃焼率　＝　１ 

化学工業・鉄鋼業（石炭） 
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　　燃焼率　＝　（消費合計－発生・回収または生産－原料用）／消費合計 

　　　　化学工業・鉄鋼業（石炭製品） 

　　燃焼率　＝　（消費合計　－　原料用）／消費合計 

　　　その他 

　　【30人未満補正】 

　　30人未満補正　＝　 

 

　　補正係数の是正　＝　１　＋　（30人未満補正　－　１）×　是正値 

　　　　　　　　　　　　　　30人以上事業所の排出量を下回ることはない 

　　【課題】 

　　○補正係数の是正はガイドラインにない手法である。 

　　○是正値は既存資料から計算して求められる値ではない。 

　　○電気、都市ガスについて、県域の合計値に近づけるように設定している。 

　　○ただし、県域の製造業の特性に反しないように設定している。 

ウ　運輸部門 

（ア）自動車 

　　　全国の車種別・営業自家用別・燃料別の燃料消費量に、車種別・営業自家用別の自動車保有台数 

　　全国比を乗じて本県分の排出量を算定する。 

　　貨物車　＝　全国の貨物車燃料消費量　×　保有台数全国比　×　取扱貨物量の全国比 

　　　　　　　　　　　　　　　『自動車輸送統計年報』　　　　　　『貨物地域流動調査』 

　　バス　＝　全国のバス燃料消費量　×　輸送人員の全国比 

　　　　　　　『自動車輸送統計年報』　　『旅客地域流動調査』 

　　その他の車種　＝　全国の車種別・営業自家用別・燃料別の燃料消費量 

　　　　　　　　　　　　　　×　車種別・営業自家用別の自動車保有台数全国比 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『自動車輸送統計年報』 

全事業所の製造品出荷額等 

30人以上の事業所の製造品出荷額等 業種別 
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　　【課題】 

　　　○交通センサスを使用するガイドラインとは異なる算定手法である 

　　　○保有台数で全国値から案分しているため必ずしも走行実績を反映していない 

　　　○ガソリン、軽油について、県域の合計値に近づけるように設定している。 

　　　○ただし、県域の自動車輸送特性に反しないように設定する。 

 

（イ）国内船舶 

　　　全国船舶燃料消費量に貨物は入港総トン数の全国比を、また、旅客は輸送人員数の全国比を 

　　乗じて本県分の排出量を算定する。 

 

　　【貨物】　内航船舶燃料消費量　×　地域内港湾の入港総トン数全国比 

 

　　　　　『内航船舶輸送統計年報』　　　　『港湾統計（年報）』 

 

　　【旅客】　国内旅客燃料消費量　×　旅客輸送人員の全国比 

 

　　　　　　『国内旅客船燃料消費量の推移』　『貨物地域流動調査』 

 

（ウ）国内航空 

　　　県内の空港でのジェット燃料供給量に、着陸回数の国際線・国内線比を乗じて国内航空の排 

　　気量を算定する。 

 

　　【ジェット燃料供給量】　ジェット燃料供給量　×　着陸回数の国際線・国内線比 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『空港管理状況調書』 

 

エ　民生部門 

（ア）家庭系 

　　　県内の一般家庭における電気、都市ガス、プロパンガス、灯油の消費量を『電気事業便覧』 

　　等の既存資料から把握して、本県分の排出量を算定する。 

 

　　　電気　＝　電灯需要　＋　深夜電力 

 

　　　　　　　　　『電気事業便覧』 
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　　都 市 ガ ス　＝　家庭用販売量 

 

　　　　　　　　　　『ガス事業年報』 

 

　　プロパンガス　＝１世帯プロパンガス消費量　×　プロパンガス消費世帯数 

 

　　　　　　　　　『ガス事業年報』より算定　　　　『全世帯数－都市ガス世帯数』 

 

　　灯　　　　油　＝　１世帯当り灯油消費量　×　全世帯数 

 

　　　　　　　　　　　『家計調査年報』　　『住民基本台帳人口要覧』 

 

　　　【課題】 

　　　　○家計調査年報のデータはサンプル数が少なく経年変動が大きいので、３年移動平均法を 

　　　　　用いる。 

 

（イ）業務系 

　　　県内の民生業務系における電気、都市ガス、プロパンガス消費量については、『電力需要の 

　　概要』等の既存資料から把握して、本県分の排出量を算定する。石油類については、全国消費 

　　量を第３次産業県内総生産の全国比を用いて本県分を算定する。 

 

　　電気　＝　業務用電力　＋　小口低圧電力　＋　大口電力　＋　事業用電力 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　『電力需給の概要書』 

 

　　都市ガス　＝　商業用販売量 

 

　　　　　　　　　『ガス事業年報』 

 

 

　　プロパンガス　＝　家庭業務用販売量　－　民生家庭用販売量 

 

　　　　　　　　　　　『LPガス資料年報』　民生家庭系の算定結果から 
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　　石油類　＝　全国燃料消費量　×　暖房用燃料補正　×　第３次産業県内総生産全国比 

 

　　　　　　『総合エネルギー統計』　　『家計調査年報』　　『県民経済計算年報』 

 

オ　工業プロセス 

 

　　セメント生産量にCO2排出係数（kg-CO2/生産kg）を乗じて算定する。 

 

　　排出量　＝　セメント生産量　×　CO2排出係数 

 

　　　　　　　『セメント年鑑』 

 

カ　廃棄物 

（ア）一般廃棄物 

　　　県内で処理した一般廃棄物の焼却処理量に、廃プラスチック類の組成比とCO2排出係数を乗じ 

　　て算定する。 

 

　　排出量　＝　焼却処理量　×　廃プラスチック組成比　×　CO2排出係数 

 

　　　　　　　『公共施設状況調』　『（財）日本環境研究センター』 

 

（イ）産業廃棄物 

　　　県内の事業者で発生した産業廃棄物の中間処理量を自己、業者ごとに求め、これにCO2排出係 

　　数を乗じて排出量を算定する。 

 

 

　　排出量　＝　Σ　（Σ　中間処理量）　×　焼却処理率　×　CO2排出係数 

 

　　　　　　　『沖縄県産業廃棄物実態調査』 

 

　　　　　ｊ：自己、業者 

　　　　　ｉ：廃棄物種類（廃油、廃プラスチック） 

 

　　（注）『産業廃棄物実態調査』は５年に１度の調査なので内挿・外挿などの補正が必要。 

n m

ｉ＝1 ｉ＝1
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部　　門 区　　　分 算　　　定　　　方　　　法 

エネルギー 

エネルギー転換部門 

産業部門 

運輸部門 

民生部門 

 

家畜の腸内発酵 

家畜のふん尿管理 

稲　　作 

農業廃棄物焼却 

 

埋　　立 

下水処理 

焼　　却 

（全国排出量）×（当該部門のエネルギー消費量の全国比） 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×（化学工業の製造品出荷額等の全国比） 

（家畜頭数）×（排出原単位） 

（家畜頭数）×（排出原単位） 

（全国排出量）×（水稲収穫量の全国比） 

（全国排出量）×（水稲収穫量の全国比） 

（全国排出量）×（林野面積の全国比） 

（全国排出量）×（廃棄物埋立量の全国比） 

（全国排出量）×（下水処理人口の全国比） 

（全国排出量）×（焼却処理量の全国比） 

工業プロセス 

農　　業 

土地利用変化および森林 

廃棄物 

（注）全国排出量は、UNFCCC（気候変動に関する国際連合枠組条約）のGreenhouse Gas Inventory Data



資

料

編

 

ア　エネルギー部門 

 

　　エネルギー転換 

　　産業、運輸、民生 

　 

 

 

イ　工業プロセス 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『工業統計表』 

　　 

　　工業プロセス　＝　全国排出量　×　化学工業の製造品出荷額等の全国比 

 

　　　　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

ウ　農　　業　 

 

　　家畜の腸内発酵 

　　家畜の糞尿管理 

 

 

 

 

　　稲　　　　　作 

　　農業廃棄物焼却 

 

 

エ　土地利用変化および森林 

　　　　　　　　　　　　　　　　『林業統計要覧』 

　 

　　排出量　＝　全国排出量　×　林野面積の全国比 

 

　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

＝　全国排出量　×　当該部門の二酸化炭素排出量全国比 

＝　家畜頭数　×　排出原単位 

 

　『畜産統計』 

　　　　　　　　『農林水産省情報統計部（作物統計）』 

 

＝　全国排出量　×水稲収穫量の全国比 

　 

　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

『UNFCCC（注）、Greenhouse Gas Inventory Data』 

（注）UNFCCC：気候変動に関する国際連合枠組条約 
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オ　廃棄物 

　　　　　　　　　　　　　　『日本の廃棄物処理』 

 

　　埋立　＝　全国排出量　×　埋立量の全国比 

 

　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　『下水道統計』 

 

　　下水処理　＝　全国排出量　×　下水処理人口の全国比 

 

　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　『日本の廃棄物処理』 

 

　　焼却処理　＝　全国排出量　×　焼却処理量の全国比 

 

　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 



資

料

編

 

ア　エネルギー部門 

 

　　エネルギー転換 

　　産業、運輸、民生 

 

 

 

イ　有機溶剤等の使用 

 

　　　　　　　　　　　　　『医療施設調査・病院報告の概況』 

 

　　排出量　＝　全国排出量　×　許可病床数の全国比 

 

　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

部　　門 区　　　分 算　　定　　方　　式 

エネルギー 

エネルギー転換部門 

産業部門 

運輸部門 

民生部門 

 

家畜のふん尿管理 

農業土壌 

農業廃棄物焼却 

 

焼　　却 

有機溶剤等の使用 

農　　業 

土地利用変化および森林 

廃棄物 

（全国排出量）×（当該部門のエネルギー消費量の全国比） 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×　　　　　　　　　〃 

（全国排出量）×（許可病床数の全国比） 

（家畜頭数）×（排出原単位） 

（全国排出量）×（畑＋樹園地面積の全国比） 

（全国排出量）×（水稲収穫量の全国比） 

（全国排出量）×（林野面積の全国比） 

（全国排出量）×（焼却処理量の全国比） 

（注）全国排出量は、UNFCCC（気候変動に関する国際連合枠組条約）のGreenhouse Gas Inventory Data

＝　全国排出量　×　当該部門の二酸化炭素排出量全国比 

 

   　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 
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ウ　農業 

 

　　家畜の糞尿管理　＝　家畜頭数　×　排出原単位 

 

　　　　　　　　　　　『家畜統計』 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　『農家調査報告書』 

 

　　農業土壌　＝　全国排出量　×　畑＋樹園地の面積の全国比 

 

　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『作物統計』 

 

　　農業廃棄物焼却　＝　全国排出量　×　水稲収穫量の全国比 

 

　　　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

エ　土地利用変化および森林 

　　　　　　　　　　　　　　　　『林業統計要覧』 

 

　　排出量　＝　全国排出量　×　林野面積の全国比 

 

　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 

 

オ　廃棄物 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　『日本の廃棄物処理』 

 

　　焼却処理　＝　全国排出量　×　焼却処理量の全国比 

 

　　　　　　　　　『UNFCCC、Greenhouse Gas Inventory Data』 
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種　　類 区　　　　分 算　　定　　方　　式 

H F C

HFC製造時漏洩 

ライン使用時漏洩 

製造副産物（HFC－23） 

家庭用冷蔵庫 

カーエアコン 

ウレタンフォーム 

ポリスチレンフォーム 

ポリエチレンフォーム 

エアゾール用 

PFC製造時漏洩 

ライン使用時漏洩 

SF6製造時漏洩 

ライン使用時漏洩 

電力用絶縁 

　　　　　　　　　　－ 

　　　　　　　　　　－ 

　　　　　　　　　　－ 

（HFC等…）×（世帯数の全国比） 

（HFC等…）×（自動車保有台数の全国比） 

（HFC等…）×（世帯数の全国比） 

（HFC等…）×（世帯数の全国比） 

（HFC等…）×（世帯数の全国比） 

（HFC等…）×（人口の全国比） 

　　　　　　　　　　－ 

　　　　　　　　　　－ 

　　　　　　　　　　－ 

　　　　　　　　　　－ 

（HFC等…）×（使用電力量の全国比） 

P F C

S F 6

（注）HFC等…は、経済産業省の産業構造審議会、化学・バイオ部会の『1995～2001年におけるHFC等の推計排出量』の略称。 
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ア　HFC 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『住民基本台帳人口要覧』 

　　家庭用冷蔵庫 

　　エアコン、ウレタンフォーム 

　　ポリスチレンフォーム 

　　ポリエチレンフォーム 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　『1995～2001年におけるHFC等の推計排出量』 

　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『事業所・企業統計調査報告』 

 

　　業務用低温機器　＝　全国排出量　×　卸・小売・飲食店数の全国比 

 

　　　　『1995～2001年におけるHFC等の推計排出量』 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　『自動車保有車両数月報』 

 

　　カーエアコン　＝　全国排出量　×　自動車保有台数の全国比 

 

　　　『1995～2001年におけるHFC等の推計排出量』 

 

イ　SF6 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　『電気事業便覧』 

 

　　電力用絶縁　＝　全国排出量　×　使用電力量の全国比 

 

　　　　『1995～2001年におけるHFC等の推計排出量』 

＝　全国排出量　×　当世帯数の全国比 
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燃　料　種　別 単　　位 
固有単位当たりのCO2排出原単位（kg－CO2／kg、L、m3、kWh） 

1 9 9 0年度  2 0 0 0年度  

石炭 

コークス 

練・豆炭 

原油 

NGL 

ガソリン 

ナフサ 

ジェット燃料 

灯油 

軽油 

Ａ重油 

Ｂ重油 

Ｃ重油 

潤滑油 

石油コークス 

LPG 

LNG 

天然ガス 

コークス炉ガス 

高炉ガス 

転炉ガス 

製油所ガス 

都市ガス 

石油製品 

電気 

一般廃棄物 

産廃（廃油） 

産廃（廃プラ） 

kg 

kg 

kg 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

L 

kg 

kg 

kg 

m3 

m3 

m3 

m3 

m3 

m3 

L 

kWh 

t 

t 

t

2.4 

3.24 

2.1 

2.65 

2.4 

2.31 

2.23 

2.4 

2.51 

2.64 

2.77 

2.9 

2.96 

2.9 

3.3 

3.02 

2.79 

2.2 

0.854 

0.355 

0.937 

2.04 

1.13 

3.2 

0.87 

 

（全国2.15） 

 

（全国0.424） 

　 

2.4 

3.24 

2.1 

2.65 

2.4 

2.31 

2.23 

2.4 

2.51 

2.64 

2.77 

2.9 

2.96 

2.9 

3.3 

3.02 

2.79 

2.2 

0.854 

0.355 

0.937 

2.04 

1.13 

3.2 

0.86

（全国2.15） 

 

（全国0.357） 

資料：「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」第三条に基づく政令 

2,640 

2,900 

2,600

2,640 

2,900 

2,600
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二酸化炭素 

メタン 

一酸化二窒素 

トリフルオロメタン（HFC－23） 

ジフルオロメタン（HFC－32） 

フルオロメタン（HFC－41） 

１・１・１・２・２－ペンタフルオロエタン（HFC－125） 

１・１・２・２－テトラフルオロエタン（HFC－134） 

１・１・１・２－テトラフルオロエタン（HFC－134a） 

１・１・２－トリフルオロエタン（HFC－143） 

１・１・１－トリフルオロエタン（HFC－143a） 

１・１－ジフルオロエタン（HFC－152a） 

１・１・１・２・３・３・３－ヘプタフルオロプロパン（HFC－227ea） 

１・１・１・３・３・３－ヘキサフルオロプロパン（HFC－236fa） 

１・１・２・２・３－ペンタフルオロプロパン（HFC－245ca） 

１・１・１・２・３・４・４・５・５・５－デカフルオロペンタン（HFC－43－10mee） 

パーフルオロメタン（PFC－14） 

パーフルオロエタン（PFC－116） 

パーフルオロプロパン（PFC－218） 

パーフルオロブタン（PFC－31－10） 

パーフルオロシンクロブタン（PFC－c318） 

パーフルオロペンタン（PFC－41－12） 

パーフルオロヘキサン（PFC－51－14） 

六ふっ化硫黄 

1  

2 1  

3 1 0  

1 1 , 7 0 0  

6 5 0  

1 5 0  

2 , 8 0 0  

1 , 0 0 0  

1 , 3 0 0  

3 0 0  

3 , 8 0 0  

1 4 0  

2 , 9 0 0  

6 , 3 0 0  

5 6 0  

1 , 3 0 0  

6 , 5 0 0  

9 , 2 0 0  

7 , 0 0 0  

7 , 0 0 0  

8 , 7 0 0  

7 , 5 0 0  

7 , 4 0 0  

2 3 , 9 0 0

温室効果ガス  地球温暖化係数 

資料：「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」第四条 
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部　　門 排出源 細　　目 県の総合計画 

（他県の事例） 

アンケート 

ヒヤリング 

その他の予測方法等 

エネルギー 

産業部門 

 

 

産業部門
 

 

 

 

 

 

 

 

 

運輸部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生部門 
 

 

 

 

 

工業プロセス 

廃棄物 
 

エネルギー 

工業プロセス 

 

廃棄物 

 

代替フロン等 

電気事業者 

ガス事業者 

農林水産業 

建設業 

 

製造業 

 

 

 

 

 

 

自動車 

 

 

 

 

 

国内運輸 

国内航空 

 

家庭系
 

 

 

 

 

業務系 

 

 

 

一般廃棄物 

産業廃棄物 

 

 

埋立
 

 

焼却 

 

 

農林業、水産業 

 

繊維工業 

電気機械 

輸送用機械 

上位以外 

軽乗用車 

乗用車（自家用） 

乗用車（営業用） 

乗用車LPG 

バス 

軽貨物車 

小型貨物車 

普通貨物車 

特殊用途車 

 

 

 

電気 

都市ガス 

プロパンガス 

灯油 

電気 

都市ガス 

プロパンガス 

灯油 

その他油類 

 

 

 

 

工業出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口・世帯数 

 

 

 

第３次就業者 

 

 

 

 

 

行政計画 

行政計画 

電灯需要 

需要家数 

 

 

エネルギー 

消費計画 

 

 

 

 

 

 

利用者数 

トラック輸送 

の動向 

 

 

 

県内総生産 

県内総生産 

電灯需要 

需要家数 

 

 

電力需要 

ガス需要 

 

 

 

生産計画 

 

 

 

生産計画 

 

 

 

使用計画 

近年推移 

近年推移 

排出量の近年推移、景気動 

向等から予測する 

製造業は各業種ごとに予測 

する 

 

 

近年推移 

保有台数の伸びと１台当りの 

走行量から予測するLPG車の 

挙動は他の燃料車と異なる 

 

物流の効率化→ロジスティックス 

（在庫管理）→サプライチェーン・ 

マネジメント（原材料調達管理） 

の潮流と多頻度小口配送を 

考慮する 

近年推移 

近年推移 

１世帯当たり伸び率を考慮 

する 

ガス全体需要から引算する 

近年推移 

近年推移 

近年推移 

近年推移 

近年推移と電化率を考慮す 

る 

 

リサイクル率の推移を考慮 

する 

二酸化炭素の結果を適用 

 

残余年数との関連を考慮す 

る 

二酸化炭素の結果を適用 

『HFC等対策に関する調査報告書』による 

二

酸

化

炭

素

 

そ

の

他

ガ

ス
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（２）　推計モデル 

　　排出量算定に関連のつよい世帯数や自動車保有台数等30項目程度のデータを、1990年～2000年の10年間 

　程度用いて、近年10年間、７年間、６年間、５年間の４ケースについて直線回帰をとり、伸びの年率を求 

　めて将来推計を行う。 

 

　　　伸びの指標　　　　　人口、世帯数、経営耕地面積、家畜頭数、製造業のエネルギー消費量、自動車 

　　　　　　　　　　　　　保有台数、電灯消費量、都市ガス消費量、プロパンガス消費量、灯油消費量、 

　　　　　　　　　　　　　ごみ焼却量、ごみ埋立量　等 

 

  

　　　直線回帰　　　　　　Ｙ　＝　ａ　＋　ｂ・Ｘ 

　　　　　　　　　　　　　ａ：Ｙ切片 

　　　　　　　　　　　　　ｂ：傾き 

 

 

　　　相関係数　　　　　ｒ　＝ 

 

　　　　　　　　　　　　μｘ：配列ｘの平均値 

　　　　　　　　　　　　μｙ：配列ｙの平均値 

　　　　　　　　　　　　σｘ：配列ｘの標準偏差 

　　　　　　　　　　　　σｙ：配列ｙの標準偏差 

　　　伸びの年率（％）　ｘ　＝　（ｙ（l／n）－１）×100 

　　　　　　　　　　　　ｙ：伸び率（倍） 

　　　　　　　　　　　　ｎ：年数　10年間、７年間、６年間、５年間の４ケース 

 

　　複利指数式　　　　　ｙ　＝　（１　＋　ｘ／100）n 

　　　　　　　　　　　　ｘ：年率（％） 

　　　　　　　　　　　　ｎ：年数　2000年を現況とすれば2010年までの10年間 

１／nΣ（ｘｉ－μｘ）（ｙｉ－μｙ） 

σｘ・σｙ 
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対

策

効

果

の

算

定 

表
　
明
　
対
　
策 

追
　
加
　
対
　
策 

ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ 

最
適
施
策
ミ
ッ
ク
ス 

排出抑制 
対　　策 

吸 収 源 
対　　策 

民生・運輸部門の削減率 

事業者の取組による削減 

新エネルギー導入目標 

省エネ判断基準の効果等 

 

 

省エネ行動の実践強化 

エコドライブ等の実践強化 

自然エネルギーの利用促進 

低燃費車等の普及促進等 

 

 

森林の樹木等の成長量 

（例） 

５％減 

８％減 

12％減 

・ 

・ 

現実性 

実行性 
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通勤・通学 1.30 26.12 847.72 2.20 

買い物 0.55 13.33 116.83 3.92 

レジャー 0.42 5.43 138.81 3.78 

その他 0.74 10.84 175.74 3.81 

用　　　途 使用台数 使用日数 走行距離 削減率 
 （台） （日/月･台） （㎞/月･台） （％） 
 



資

料

編

 

使用日数（日/月･台） 23.26 23.26 25.00 22.90 22.90 25.59 

走行距離（㎞/月・台） 6,150 6,150 1,938 568 1,088 1,991 

削減率（％） 0.05 0.09 1.78 1.44 1.93 1.81 

１日走行距離（㎞/日･台） 264.4 264.4 77.8 24.8 47.5 77.8 

平均速度（㎞/時） 30.0 30.0 20.0 20.0 25.0 25.0 

走行時間（分/日･台） 528.8 528.8 186.7 74.4 114.0 186.7 

年間利用率（％） 77.5 77.5 83.3 76.3 76.3 85.3 

区分 営業用 ＬＰＧ バス 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 

 

項　目 
軽乗用車 

乗用車 

営業用 自家用 LPG車 バ　ス 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 

近くへの用はなるべく歩くか自転車で行く（買い物、その他）業務系は効率的な輸送（営業用～普通貨物車） 

すでに実行している 

ある程度実行している 

今後実行したい 

実行する予定はない 

わからない 

不明 

合計 

できるだけ公共交通機関を利用する（通勤、通学、レジャー） 

すでに実行している 

ある程度実行している 

今後実行したい 

実行する予定はない 

わからない 

不明 

合計 

停車中にはこまめにエンジンを切る（全用途） 

すでに実行している 

ある程度実行している 

今後実行したい 

実行する予定はない 

わからない 

不明 

合計 

タイア空気圧を適正に保つ（－0.5kg／cm２×　　km／日）全用途 

すでに実行している 

ある程度実行している 

今後実行したい 

実行する予定はない 

わからない 

不明 

合計 

23.9 

25.1 

27.9 

8.0 

2.4 

12.7 

100.0 

 

4.8 

11.6 

23.9 

36.7 

7.2 

15.9 

100.1 

 

29.9 

19.5 

17.1 

12.7 

4.0 

16.7 

99.9 

 

28.3 

34.7 

17.5 

1.6 

2.0 

15.9 

100.0

23.9 

25.1 

27.9 

8.0 

2.4 

12.7 

100.0 

 

4.8 

11.6 

23.9 

36.7 

7.2 

15.9 

100.1 

 

29.9 

19.5 

17.1 

12.7 

4.0 

16.7 

99.9 

 

28.3 

34.7 

17.5 

1.6 

2.0 

15.9 

100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38.0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38.0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38.0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0

12.7 

34.5 

28.9 

7.0 

4.2 

12.7 

100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38.0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0

12.7 

34.5 

28.9 

7.0 

4.2 

12.7 

100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38..0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0

12.7 

34.5 

28.9 

7.0 

4.2 

12.7 

100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.8 

23.2 

20.4 

6.3 

4.2 

12.0 

99.9 

 

31.7 

38.0 

16.2 

1.4 

0.7 

12.0 

100.0
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冷房時

 設定温度（℃） 25.64 26.60 0.96 

エアコン
  使用時間（h） 6.74 5.51 1.23 

 
暖房時

 設定温度（℃） 25.68 24.26 1.42 

  使用時間（h） 3.62 2.53 1.09 

照明器具
 居間・台所 使用時間（h） 7.47 6.20 1.27 

 子供部屋 使用時間（h） 3.75 3.10 0.65 

テレビ
  視聴時間（h） 6.26 4.82 1.44 

  待機時間（h） 11.20 5.97 5.23 

暖房器具  使用時間（h） 3.06 2.30 0.76 

シャワー  使用時間（分） 50.25 41.68 8.57 

　　　　　　　家電製品 現　　在 将　　来 削　　減 

 

電　気 

 

エアコン
 

 

 

こたつ 

照明器具 

テレビ
 

 

冷凍冷蔵庫
 

 

洗濯機 

掃除機 

小　計 

風呂
 

 

給湯器
 

 

調理器具 

暖房器具 

小　計 

風呂
 

 

給湯器
 

 

調理器具 

暖房器具 

小　計 

暖房器具 

小　計 

暖房使用時間を１日１時間短縮 

冷房使用時間を１日１時間短縮 

暖房時、１℃低めに設定 

冷房時、１℃高めに設定 

設定温度を高から中へ下げる 

蛍光灯（80W）の使用時間を１日１時間短縮 

視聴時間を１日１時間短縮 

見ないときは予備電源を切る（１時間） 

内容物を適量にする 

ドアの開閉を半分に減らす 

洗濯はできるだけまとめ洗いをする 

フィルターの掃除など適正に使用する 

 

冷めないうちに続けて入る 

シャワーの出しっぱなしをやめる（１分／日） 

口火をこまめに消す 

食器洗いの温度を40℃から30℃に下げる 

コンロは炎が鍋底からはみ出さないようにする 

１℃低めに設定 

 

冷めないうちに続けて入る 

シャワーの出しっぱなしをやめる（１分／日） 

口火をこまめに消す 

食器洗いの温度を40℃から30℃に下げる 

コンロは炎が鍋底からはみ出さないようにする 

１℃低めに設定 

 

使用時間を１日１時間短縮 

41.4 

41.4 

41.4 

41.4 

41.4 

49.4 

47.4 

26.3 

24.3 

24.3 

42.6 

32.7 

 

24.3 

24.3 

37.5 

27.9 

36.7 

27.9 

 

24.3 

24.3 

37.5 

27.9 

36.7 

27.9 

 

27.9

34.7 

34.7 

34.7 

34.7 

34.7 

37.5 

32.7 

28.3 

44.2 

44.2 

34.7 

39.4 

 

37.1 

37.1 

25.5 

22.7 

31.1 

22.7 

 

37.1 

37.1 

25.5 

22.7 

31.1 

22.7 

 

22.7

10.1 

10.1 

10.1 

10.1 

10.1 

4.8 

7.6 

25.1 

15.9 

15.9 

6.4 

13.5 

 

15.9 

15.9 

12.7 

12.0 

13.9 

12.0 

 

15.9 

15.9 

12.7 

12.0 

13.9 

12.0 

 

12.0

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

1.2 

0.0 

0.8 

7.2 

1.6 

1.6 

2.0 

0.8 

 

9.2 

9.2 

2.0 

0.4 

0.8 

0.4 

 

9.2 

9.2 

2.0 

0.4 

0.8 

0.4 

 

0.4

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

0.0 

0.0 

0.4 

1.2 

1.2 

1.6 

0.0 

 

1.2 

1.2 

3.6 

12.4 

3.6 

12.4 

 

1.2 

1.2 

3.6 

12.4 

3.6 

12.4 

 

12.4

12.4 

12.4 

12.4 

12.4 

12.4 

8.4 

11.6 

12.7 

12.7 

12.7 

12.7 

13.5 

 

12.4 

12.4 

18.7 

24.7 

13.9 

24.7 

 

12.4 

12.4 

18.7 

24.7 

13.9 

24.7 

 

24.7

都市ガス 

プロパンガス 

灯　　油 

合　　計 

エネルギー種類 使用器具 省エネ行動 
アンケート結果（％） 

ある程度実行 
している 

今後実行 
したい 

実行する 
予定なし 

わからない 不　明 すでに実行 
している 
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建設業  11.49 

 飲料･たばこ･飼料 4.00 

 紙パルプ 4.19 

 化学工業 5.33 

製造業
 石油･石炭製品 10.00 

 ゴム製品 3.33 

 窯業･土石 1.36 

 一般機械器具 12.31 

 電気機械器具 9.49 

国内船舶
 旅客 9.09 

 貨物 9.09 

国内航空  2.22 

区　　　　分 削　減　率（％） 
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品目 省エネ効果 目標年次 車　　種 省エネ効果 目標年次 

テレビ 17.2% 2003年 ガソリン（乗用車） 22.8% 2010年 

ビデオ 61.2% 2003年 ガソリン（2.5t以下貨物） 13.2% 2010年 

エアコン（冷暖房兼用） 50% 2007年 ガソリン（全体） 21.4% 2010年 

エアコン（冷房専用） 14% 2007年 ディーゼル（乗用車） 14.9% 2005年 

蛍光灯器具 20.2% 2005年 ディーゼル（2.5t以下貨物） 6.5% 2005年 

コンピュータ 56% 2005年 ディーゼル（全体） 13.1% 2005年 

磁気ディスク 72% 2005年  

コピー機 31% 2006年    
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種別導入目標値 導 入 イ メ ー ジ 

太陽光発電（県民（住宅 

及び民間企業）） 

　　５万kW

３kWのシステムを16,700戸に導入。 

平成12年末時点での導入実績は約1,200kW。 

小中高校に30kWのシステムを48カ所、役場等に20kWのシステ 

ムを63カ所、県機関等に10kWのシステムを24カ所導入。 

平成12年末時点での導入実績は約250kW。 

750kW級の風車で87基導入。 

平成12年末時点での導入実績は約4,900kW。 

500kW級の風車で30基導入。 

平成12年末時点での導入実績は約4,685kW。 

太陽光発電（公共施設等） 

　　３千kW

風力発電（沖縄本島） 

　　６万５千kW

風力発電（沖縄本島以外） 

　　１万５千kW

注：風力発電の目標値については、年間需要量（kWh）／8,760（h）を平均的な需要（kW）として試算した。 
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齢級別森林資源構成表 〔面積：ha、　材積・成長量：総数は千ｍ3〕 
総　　数 １　齢　級 ２　齢　級 ３　齢　級 ４　齢　級 ５　齢　級 

面　積 材　積 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 
立　木　地　計 63,242 

9,993 
6,144 
3,848 

53,249 
10,656 
42,593

7,631 
994 
651 
343 
6,637 
1,215 
5,422

91 
23 
16 
7 
68 
12 
56

87 
82 
18 
64 
5 
0 
5

0 
0 
0 
0 
0 
0 
0

0 
0 
0 
0 
0 
0 
0

224 
215 
41 
175 
10 
1 
9

1 
1 
0 
1 
0 
0 
0

0 
0 
0 
0 
0 
0 
0

556 
505 
156 
349 
51 
9 
43

12 
11 
2 
8 
1 
0 
1

1 
1 
0 
1 
0 
0 
0

1,062 
904 
432 
473 
158 
20 
138

35 
28 
11 
16 
7 
2 
5

2 
2 
0 
1 
0 
0 
0

1,457 
896 
537 
359 
560 
82 
477

107 
63 
36 
26 
45 
12 
34

6 
3 
1 
0 
2 
0 
1

人工林計 
針葉樹 
広葉樹 

天然林計 
針葉樹 
広葉樹 

出典：沖縄の林業(平成13年度版)

10年後の成長量 （面積:ha、単位面積成長量：ｍ3／ｈａ、成長量：ｍ3） 
総　　数 １　齢　級 ２　齢　級 ３　齢　級 ４　齢　級 ５　齢　級 

面　積 成長量 面　積 単位面積 成 長 量 成長量 面　積 
単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 

立木地計 62,792 33,174 87 0 87 0 87 182 224 370 556 381
人工林計 10,121 11,977 82 0 82 0 82 182 215 370 505 290
針葉樹 6,157 10,875 18 0.000 0 18 0.000 0 18 0.000 0 41 0.000 0 156 1.861 290
広葉樹 3,966 1,102 64 0.000 0 64 0.000 0 64 2.861 182 175 2.114 370 349 0.000 0
天然林計 52,672 21,196 5 0 5 0 5 0 10 0 51 91
針葉樹 10,608 1,538 0 0.000 0 0 0.000 0 0 0.000 0 1 0.000 0 9 0.000 0
広葉樹 42,063 19,659 5 0.000 0 5 0.000 0 5 0.000 0 9 0.000 0 43 2.097 91

注）　緑色の網掛け部分は新規の植林面積で、最新年の植林実績を維持すると設定した。 

齢級別森林資源構成表 〔面積：ha、　材積・成長量：総数は千ｍ3〕 
６　齢　級 ７　齢　級 ８　齢　級 ９　齢　級 １０　齢　級 １１　齢　級 

面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面 積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 
立　木　地　計 3,819 333 10 7,589 811 18 13,191 1,537 2318,179 2,352 24 9,651 1,281 6 3,488 516 1

人工林計 1,813 168 5 1,975 240 6 1,604 202 4 1,293 175 3 339 58 1 181 28 0
針葉樹 1,303 118 4 1,322 156 3 1,029 129 2 847 118 1 261 47 1 121 22 0
広葉樹 510 50 0 653 84 1 576 72 0 446 56 0 78 11 0 60 7 0
天然林計 2,006 164 5 5,615 572 12 11,587 1,335 2016,886 2,178 21 9,310 1,224 5 3,307 488 1
針葉樹 374 35 0 1,129 121 2 3,061 344 4 3,747 430 3 1,727 207 0 297 37 0
広葉樹 1,631 130 4 4,484 451 11 8,526 990 1613,138 1,747 18 7,584 1,018 4 3,010 452 1

出典：沖縄の林業(平成13年度版)

10年後の成長量 （面積:ha、単位面積成長量：ｍ3／ｈａ、成長量：ｍ3） 
６　齢　級 ７　齢　級 ８　齢　級 ９　齢　級 １０　齢　級 １１　齢　級 

面　積 単位面積 成 長 量 成長量 面　積 
単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 

立 木 地 計 1,062 1,663 1,457 3,083 3,819 6,082 7,589 8,609 13,191 8,441 18,179 4,362
人工林計 904 1,325 896 1,769 1,813 2,532 1,975 1,561 1,604 3,948 1,293 0
針葉樹 432 3.070 1,325 537 2.270 1,220 1,303 1.943 2,532 1,322 1.181 1,561 1,029 3.835 3,948 847 0.000 0
広葉樹 473 0.000 0 359 1.530 549 510 0.000 0 653 0.000 0 576 0.000 0 446 0.000 0
天然林計 158 338 560 1,314 2,006 3,551 5,615 7,048 11,587 4,493 16,886 4,362
針葉樹 20 0.000 0 82 1.771 145 374 1.307 489 1,129 0.801 904 3,061 0.000 0 3,747 0.000 0
広葉樹 138 2.452 338 477 2.453 1,170 1,631 1.877 3,062 4,484 1.370 6,144 8,526 0.527 4,493 13,138 0.332 4,362

注）　緑色の網掛け部分は新規の植林面積で、最新年の植林実績を維持すると設定した。 

齢級別森林資源構成表 〔面積：ha、　材積・成長量：総数は千ｍ3〕 
１２　齢　級 １３　齢　級 １４　齢　級 １５　齢　級 

面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 面　積 材　積 成長量 
立　木　地　計 2,022 318 0 1,294 209 0 444 80 0 180 37 0

人工林計 130 15 0 20 3 0 14 1 0 22 1 0
針葉樹 44 5 0 11 1 0 6 1 0 20 2 0
広葉樹 85 10 0 9 1 0 6 1 0 2 0 0
天然林計 1,892 304 0 1,274 205 0 431 79 0 144 36 0
針葉樹 116 15 0 44 7 0 37 4 0 2 1 0
広葉樹 1,777 288 0 1,229 199 0 394 73 0 142 35 0

出典：沖縄の林業(平成13年度版)

10年後の成長量 （面積:ha、単位面積成長量：ｍ3／ｈａ、成長量：ｍ3） 
１２　齢　級 １３　齢　級 １４　齢　級 １５　齢　級 

面　積 単位面積 成 長 量 成長量 面　積 
単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 成長量 面　積 

単位面積 
成 長 量 

成長量 

立 木 地 計  9,651 0 3,488 0 2,022 0 1,294 0
人工林計 339 0 181 0 130 0 20 0
針葉樹 261 0.000 0 121 0.000 0 44 0.000 0 11 0.000 0
広葉樹 78 0.000 0 60 0.000 0 85 0.000 0 9 0.000 0
天然林計 9,310 0 3,307 0 1,892 0 1,274 0
針葉樹 1,727 0.000 0 297 0.000 0 116 0.000 0 44 0.000 0
広葉樹 7,584 0.000 0 3,010 0.000 0 1,777 0.000 0 1,229 0.000 0

注）　緑色の網掛け部分は新規の植林面積で、最新年の植林実績を維持すると設定した。 
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区分 削　減　率 

農　業 ・飼養管理、飼料給与の改善（36.0％） 

『農業技術』 ・家畜ふん尿の適正処理（21.0％） 

より引用 ・水田の水管理（40.0％） 

 ・農業廃棄物焼却量の削減（27.0％） 

廃棄物 ・廃棄物埋立量の削減（20.0％） 

削減率は設定 ・下水処理の効率化（10.0％） 

エネルギー 16.30 

工業プロセス 0.00 

農業 34.95 

廃棄物 18.91 

メタン全体 30.52 

区　　　　分 2010年予測排出量に対する削減率（％） 
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区分 削　減　率 

農　業 ・家畜ふん尿の適正処理（20.0％） 

『農業技術』 ・施肥の適正化（20.0％） 

より引用 ・農業廃棄物焼却量の削減（10.0％） 

エネルギー 2.73 

有機溶剤等の使用 0.00 

農業 20.00 

廃棄物 15.08 

一酸化二窒素全体 13.49 

区　　　分 2010年予測排出量に対する削減率（％） 
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ア行 アイドリング・ストップ 自動車の停車時にエンジンを切ること。不必要な燃料 

 の消費を抑え、二酸化炭素の排出を抑制することがねらい。 

IPCC →「気候変動に関する政府間パネル」参照。 

アウトソーシング 企業活動、行政活動、事業等の一部を、業務委託など 

 の手法で外部の機関を利用して実現すること。 

アジェンダ21 1992年ブラジルで開催された地球サミットで採択され 

 た持続可能な開発のための具体的な行動計画。大気、 

 森林、砂漠、生物多様性、海洋等の分野ごとのプログ 

 ラムのほか、実施のための資金協力などの制度のあり 

 方を138項目にわたり規定している。 

インバーター照明 蛍光ランプを電子安定器で高周波点灯する器具。従来 

 型の磁気回路式安定器を用いるものと比べると、約13 

 ～15％の省エネルギー効果がある。また、業務用とし 

 て高周波点灯専用型の蛍光ランプ（Hfランプ）を用い 

 るHfインバータ照明もあり、従来型と比べて約23％の 

 省エネルギー効果があるといわれている。 

インフラ 下水、上水、交通システムなどの社会基盤。港湾、空 

（ｲﾝﾌﾗｽﾄﾗｸﾁｬｰ： infrastructure） 港、鉄道、道路、整備された土地等、上下水道や通信施 

 設も含まれる。 

エコドライブ アイドリング・ストップやタイヤの空気圧点検、空ぶ 

 かしを控えるなど、環境に配慮した運転のこと。 

ESCO事業  Energy Service Companyの略称で、工場やビルの省エネ 

 ルギーに関する包括的なサービスを提供し、それまで 

 の環境を損なうことなく省エネルギーを実現し、さら 

 にはその結果得られる省エネルギー効果を保証する事 

 業。また、ESCOの経費はその顧客の省エネルギーメリッ 

 トの一部から受取ることも特徴となっている。 

エネルギー原単位 エネルギー効率を表す値。たとえば、製品一単位を生 

 産するのに必要なエネルギーの量など。 

エネルギー転換部門 二酸化炭素の排出統計に用いられる部門の一つ。石炭 

 や石油などの一次エネルギーを電力などの二次エネル 

 ギーに転換する部門。発電所などがここに含まれる。 

ＬＮＧ（Liquefied  Natural Gas）  液化天然ガス。 

温室効果 地球をとりまく大気が太陽から受ける熱を保持し、一 

 定の温度を保つ仕組みのこと。二酸化炭素などの大気 

 中の気体（温室効果ガス）が温室効果をもたらす。 
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ア行 

カ行 

温室効果ガス 温室効果をもたらす大気中に拡散された気体のこと。 

 とりわけ産業革命以降、代表的な温室効果ガスである 

 二酸化炭素やメタンのほかフロンガスなど人為的な活 

 動により大気中の濃度が増加の傾向にある。京都議定 

 書では、温暖化防止のため、二酸化炭素、メタン、一 

 酸化二窒素のほかHFC類、PFC類、SF6が削減対象の温 

 室効果ガスと定められた。 

カスケード利用 カスケード利用とは多段階に利用することで全体の利 

 用効率を向上させることを狙った仕組。熱のカスケー 

 ド利用では、高温域から低温域まで各温度レベルに見 

 合った熱の利用形態を採用し、段階的に排熱を有効利 

 用することを意味する。すなわち必要とする蒸気、温 

 水等の熱エネルギーを複数の工場または事業場間で高 

 温域から低温域までの段階的利用（二段階以上の受け 

 渡し）を行い、余剰エネルギーを有効に利用するシステ 

 ムである。 

家庭部門 二酸化炭素排出統計に用いられる部門の一つ。民生部 

 門のうち業務部門以外の部門。 

環境家計簿 家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリンなどの使 

 用量や支出額を集計して、二酸化炭素などの環境負荷 

 を計算できるように設計された家計簿。環境家計簿は、

 二酸化炭素排出量を減らす実践的な行動につながると 

 ともに、他の環境問題の解決にも貢献し、なおかつ家 

 計の節約にも結びつけることを目的としている。 

環境マネジメント 企業活動の展開の中に、環境負荷軽減の視点を組み込 

 むシステムのこと。国際標準化機構が定めたものが代 

 表的。 

気候変動に関する政府間 1988年に開始された、UNEP（国連環境計画）とWMO 

 （世界気象機関）が共催し、各国政府の任命する科学 

パネル（Intergovernmental 者が参加する会合。地球温暖化に関する最新の自然科 

Panel　on　Climate 学的および社会科学的知見をまとめ、地球温暖化対策 

Change:IPCC） に科学的基礎を与えることを目的としている。1990年 

 に第1次評価報告書を、1995年に第2次評価報告書をと 

 りまとめた。また、2001年に第３次報告書をとりまとめ 

 た。 

気候変動枠組条約締約国会議 COPはConference of Partiesの略。1995年3月～4月にベ 

（COP） ルリンで第１回締約国会議（COP１）を開催。1997年 

 12月に京都で開催されたCOP3では、2000年以降の地 

 球温暖化対策のあり方を規程する議定書が採択された。

 毎年開催される締約国会議は、人類の未来を左右する 

 会議として世界的に注目されている。 
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カ行 基準年 温室効果ガスの削減に関し、基準となる年。京都議定 

 書では基準年を原則的に1990年としている。ただし、 

 HFC類、PFC類、SF6については1995年を基準年とする 

 ことができるとしている。 

議定書 国際条約を部分的に強化するため、条約本体とは別に 

 定められた取り決め。1992年に採択され1994年に発効 

 した気候変動枠組条約に関しては、1997年に京都議定 

 書が採択された。この他、オゾン層破壊物質であるフロ 

 ンガスに関して、ウィーン条約の細部を取り決めたモ 

 ントリオール議定書がよく知られる。 

吸収源 大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスを吸収し、比 

 較的長期間にわたり固定することのできる森林や海洋 

 などのこと。京都議定書では、先進締約国が温室効果 

 ガス削減目標を達成する手段として、新規植林、再植 

 林、土地利用変化などの活動を考慮することが規定さ 

 れている。 

共同実施 先進締約国同士が、自国の数値目標達成のために共同 

 して温室効果ガス排出削減や吸収の事業を実施し、排 

 出削減単位をクレジットとして獲得する仕組み。 

京都メカニズム 京都議定書に規定される排出量取引、共同実施、ク 

 リーン開発メカニズムの3つの柔軟性措置のこと。 

京都議定書 1997年12月京都で開催されたCOP3で採択された気候 

 変動枠組条約の議定書。先進各国は2008年～12年の約 

 束期間における温室効果ガスの削減数値目標（日本6 

 ％、アメリカ7％、EU8％など）を約束した。 

クリーンエネルギー自動車 天然ガスあるいはメタノールなどを動力源とした自動 

 車。新エネルギーの一つとして、従来型エネルギーの 

 新利用形態の中に分類されている。 

クリーン開発メカニズム 先進国が途上国において共同で温室効果ガス削減プロ 

 ジェクトを実施し、そこで得られた吸収分あるいは削 

 減分を先進国がクレジットとして獲得し、自国の温室 

 効果ガス削減量に充当できる仕組み。京都議定書に規 

 定される柔軟性措置の一つ。 

クロロフルオロカーボン類 自然界に存在しない人工的な温室効果ガスであり、オ 

（CFCs） ゾン層破壊物質でもある。主として洗浄剤や冷蔵庫、 

 カーエアコンなどの冷媒に使用されていたが、オゾン 

 層保護のためのモントリオール議定書により生産が全 

 廃された。 
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グリーン購入 企業や国・地方公共団体が商品の調達や工事発注など 

 に際し、できるだけ環境負荷の少ない商品や方法を積 

 極的に選択するやり方。グリーン購入を率先して実施 

 する企業や自治体などで構成する「グリーン購入ネッ 

 トワーク」で基準などを取り決めている。 

経団連環境自主行動計画 1996年12月の経団連環境アピールに沿った36業種、1 

 37団体が参加して地球温暖化対策や循環型経済社会の 

 構築などに向けて取組を宣言した行動計画。この計画 

 の特徴は第１に各産業が誰からも強制されることなく 

 自らの判断で行った全くの自主的な取組。第２に製造 

 業・エネルギー多消費産業だけでなく、流通・運輸・ 

 建設・貿易・損保など参加した業種が極めて幅広いと 

 いうこと。第３に温暖化対策と廃棄物対策について多 

 くの産業が数値目標を掲げていること。第４にこの行 

 動計画は当面、毎年レビューし、結果を公表するとい 

 うことである。 

コージェネレーション 発電に際し、電力に併せ同時に得られる熱も有効利用 

 する方式。コージェネレーションにより、熱効率が改 

 善し、二酸化炭素の排出削減につながる。 

工業プロセス 温室効果ガス排出統計に表れる部門の一つ。セメント 

 の焼成キルンなどで石灰石を加熱することにより二酸 

 化炭素を排出する生産工程のこと。 

交通需要管理 自動車交通の時間、経路、手段の変更、自動車の効率 

（Transportation demand 的な使用によって，交通量・交通流の平準化、分散化、

Management:ＴＤＭ） 軽減化を図ることで，交通渋滞の緩和を促す取組。 

コンバインドサイクル 火力発電において、タービンを回した後のガスが持つ 

 潜熱を回収し、有効利用する方式。熱効率の向上をね 

 らったもの。 

サマータイム 昼間の長い季節、たとえば4月から10月に時計の時刻 

 を早め、夕方の明るい時間帯を有効に活用する制度。 

 電力消費の減少などにより、二酸化炭素の排出削減効 

 果が期待される。 

柔軟性措置 京都議定書で定められた温室効果ガス削減目標を達成 

 する施策を補完するものとして認められた共同実施、 

 排出量取引およびクリーン開発メカニズムの3つの手段。

新エネルギー 太陽光、風力、地熱などの再生可能エネルギーのほか、

 廃棄物利用などによるリサイクルエネルギー、燃料電 

 池やクリーンエネルギー自動車などの従来型エネルギ 

 ーの新利用形態などからなるエネルギーの新しい概念。

 新エネルギーは、通商産業省により、「石油危機によっ 

 て問題となった石油への高度な依存を減らすため従来 

 型以外のエネルギーを利用する」という思想から定義 

 づけられた。 
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ステップ・バイ・ステップ 地球温暖化対策推進大綱では、2002年から京都議定 

のアプローチ 書の第１約束期終了までの間を、2002年から2004年 

 までの「第１ステップ」、2005年から2007年までの 

 「第２ステップ」、第１約束期間（2008年から2012年 

 まで）の「第３ステップ」の３ステップに区分し、第 

 ２ステップ及び第３ステップの前に対策の進捗状況等 

 を評価し、必要に応じて見直しを行うステップ・バイ 

 ・ステップのアプローチを採用している。 

製品アセスメント 製品の開発段階で、その製品の環境負荷を予め評価し、

 その軽減措置を製品の中につくり込むこと。日本では 

 リサイクル法に指定された製品に義務付けられている 

 が、その他の製品についても自主的に実施している企 

 業が多い。 

戦略的環境アセスメント 個別の事業実施に先立つ「戦略的(Strategic)な意志決定 

 段階」、すなわち、政策(Policy)、計画(Plan)、プログラ 

 ム(Program)の「３つのＰ」を対象とする環境アセスメ 

 ントであり、早い段階からより広範な環境配慮を行う 

 ことができる仕組。 

代替フロン オゾン層破壊力の大きい特定フロン（CFC類）に替わ 

 り生産されているフロン類。当初はCFCに替わりオゾ 

 ン層破壊力が弱い代替フロンHCFC類が広く使用されて 

 きたが、HCFCは漸次生産中止の方向にあり、現在はオ 

 ゾン層を破壊しない第二世代の代替フロンHFC類が使 

 用されるようになった。しかし、代替フロン類はいず 

 れも温室効果が極めて高く、HFC類は京都議定書で削 

 減の対象ガスに加えられた。 

炭素換算 二酸化炭素（CO2）の量を炭素（C）相当分で算出する 

 方法。炭素換算値はCO2の量に0.273を掛けて得られる。 

 逆に炭素換算の値に3.67を掛けるとCO2の量が得られる。

炭素税 代表的な環境税の一つで、二酸化炭素排出につながる 

 経済活動に課す税のこと。石油などの化石燃料に含有 

 される炭素の量に応じて課税するのが一般的で、欧州 

 ではスウェーデンなどですでに実施されている。 

地球温暖化係数（Global 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素などの各種の温室 

Warming Potential:GWP） ス毎に定められる、温室効果の程度を示す値。温室効 

 果を見積もる期間の長さによって変わる。100年間の 

 GWPで比較して、メタンは二酸化炭素の約20倍、一酸 

 化二窒素は約310倍、フロン類は数百～数千倍となる。

窒素酸化物 ディーゼルエンジンなどオイル燃焼に際し排出される 

 大気汚染物質。一酸化二窒素以外の窒素酸化物は温室 

 効果をもたないが、逆に、上空でエアロゾルを形成し、

 温室効果を減少させる働きがある。 
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低公害車 大気汚染物質の排出が少ない自動車。天然ガス車、電 
 気自動車、メタノール車のほか、燃料電池搭載車など。
締約国会議（COP） 気候変動枠組条約（FCCC）の締約国による会議。1995 
 年ドイツのベルリンで第1回締約国会議（COP1）が開 
 催されて以来、毎年開催されている。1997年京都で開 
 催されたCOP3では各国の温室効果ガスの削減目標を規定 
 した京都議定書が決議された。 
特定フロン クロロフルオロカーボン（CFC）類を指し、オゾン破壊 
 能力が特に強い物質。1995年に生産が中止されたが、 
 現在使用中の電気機器類に貯蔵されているものがあり、
 廃棄に際し、回収の努力がなされている。 
燃料転換 二酸化炭素の排出を削減するため、使用する燃料の種 
 類を換えること。通常は、石炭や石油から天然ガスや再 
 生可能エネルギーに換えることを指す。 
バイオマス エネルギー源として活用が可能な木製品廃材やし尿な 
 どの有機物のこと。再生可能エネルギーの一つ。発酵 
 させ発生するメタンガスを燃料として利用することも 
 ある。 
ハイドロクロロフルオロカー 自然界に存在しない人工的な温室効果ガスであり、オ 
ボン類（HCFCs） ゾン層破壊物質でもある。CFCよりオゾン破壊係数が小 
 さいので、生産の中止が決まったCFCに替わり、洗浄剤 
 や冷蔵庫、カーエアコンなどの冷媒に広く使用されて 
 いたが、モントリオール議定書により全廃までの規制 
 スケジュールが定められた。 
ハイドロフルオロカーボン類 オゾン層を破壊しないことから、CFCsやHCFCsの規制 
 （HFCs） に対応した代替物質として1991年頃から使用され始め 
 た化学物質で、近年、その使用が大幅に増加している。
 HFCsは自然界には存在しない温室効果ガスで、100年 
 間のGWPは、二酸化炭素の数百～11,700倍と大きい。 
 1997年に採択された京都議定書には削減対象の温室効 
 果ガスの一つに加えられた。 
パークアンドライド 都市部への自動車乗り入れを規制する手段の一つ。都 
 市近郊に大型駐車場を設置し、そこから都心部へは公 
 共の鉄道やバスなどで移動するシステム。イギリスなど 
 欧州で広く実施されている。 
パーフルオロカーボン類 1980年代から、半導体のエッチングガスとして使用さ 
（PFCs） れている化学物質で、人工的温室効果ガス。HFCsほど 
 の使用量には達しないものの、CFCsの規制とともに、 
 最近、使用料が急増している。100年間のGWPは、二酸 
 化炭素の6,500～9,200倍。京都議定書で削減対象の温室 
 効果ガスの一つとされた。 
排出量取引 京都議定書に定められた各国の排出削減目標を達成する 
 ため、先進国間で排出量を売買する制度。国内の温室効 
 果ガス削減努力に対し、補完的手段として認められた柔 
 軟性措置の一つ。 
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ハイブリッド車 複数の動力源（ガソリンエンジン、ディーゼルエンジ 

 ン、電気（モーター）、油圧等）を組み合わせて低公 

 害化や省エネルギー化を図った自動車のこと。現在、 

 ガソリンエンジンとモーターを用いたものが実用化さ 

 れ、市販されている。 

メタン 京都議定書の対象ガスの一つ。工業プロセスのほか、 

 水田や反芻動物の畜産からも発生する。 

未利用エネルギー 海水、河川水、下水等の温度差エネルギー(夏は大気よ 

 り冷たく、冬は大気より暖かい水)、発電所排熱、変電 

 所排熱、都市排熱（清掃工場、地下鉄等の排熱）等の 

 こと。 

約束期間 温室効果ガスの削減目標を達成しなければいけない定 

 められた期間。京都議定書では最初の約束期間を200 

 8年から2012年の5年間としている。 

ライフサイクルアセスメント 物品の生産から廃棄までの環境負荷量などを調査、分 

（LCA） 析して評価する手法。各種の製品やサービスについて、 

 二酸化炭素排出量のLCAが行われれば、事業者や消費 

 者が地球温暖化防止に取り組むのに有用であるが、現 

 時点では、LCAは研究途上にある。 

ローカルアジェンダ 都道府県や政令指定都市等、自治体が中心となってた 

 てる環境政策の実行計画。 

六ふっ化硫黄（SF6） 1960年代から電気および電子機器の分野で絶縁材など 

 として広く使用されている化学物質で、人工的な温室 

 効果ガス。使用料はそれほど多くないが、近年新たな 

 用途開発の進展に伴い需要量が増加している。100年 

 間のGWPは、二酸化炭素の23,900倍。HFCs、PFCsと共 

 に、京都議定書で削減対象の温室効果ガスの一つに指 

 定された。 




